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第２部 基本理念の実現に向けた施策の展開 

第１章 社会参加しやすい環境づくり 

１ 生きがいづくりの推進 

（１）生きがいづくり・仲間づくりの推進 

市内3か所にある老人福祉センターなどで、趣味の教室や健康教室を開催すると

ともに、高齢者の団体・サークル活動や個人による運動、交流等の場として提供す

ることで、高齢者の生きがいづくり・健康増進を図ります。 

講座・教室の開催については、より多くの方が積極的に参加できるように、各地

域のニーズに応じた内容の充実に努めます。 
    

 
平成30年度 令和元年度 令和2年度（見込み） 

米子市老人福祉セ
ンター利用人数 29,128人 25,056人 13,800人 

淀江老人福祉セン
ター利用人数 2,556人 2,144人 1,700人 

弓浜地域老人福祉
センター利用人数 6,979人 5,455人 3,300人 

 ※令和元年度と2年度は新型コロナウイルス感染防止のため休館した期間あり。 

 

（２）元気な高齢者の社会参画の促進 

地域の高齢者の自主的な組織である老人クラブが行うボランティア等の活動を

助成することにより、高齢者の社会参加を促進します。また、地域住民と疎遠にな

りがちな高齢者が老人クラブに加入することにより、高齢者の閉じこもりや孤立化

の解消などにつながるため、誰もが気軽に参加できるような活動を支援します。さ

らに、老人クラブ連合会を支援し、老人クラブの普及や活動の活性化を図ります。 

 
平成30年度 令和元年度 令和2年度（見込み） 

老人クラブ助成数 86 75 72 

 

高齢者が楽しみながら、介護施設の補助者としてボランティア活動を行う「介護

支援ボランティア制度」への参加を促進し、高齢者の生きがいづくり、介護予防に

つなげます。さらに、より多くの高齢者に参加してもらうように制度の周知に努め

ます。 



第２部 基本理念の実現に向けた施策の展開 

                  第１章 社会参加しやすい環境づくり  

41 
 

41 

技能や経験を生かして社会参加を希望する高齢者の就労機会を増やすために、シ

ルバー人材センターの活動を支援し、高齢者の雇用の拡大、生きがいの増進に努め

ます。 

 

（３）通いの場の充実 

通いの場は、地域住民が主体的に参加し、また、定期的に集まることで顔なじみ

の輪を広げ、いきいきとした楽しい生活を送ることや健康づくりにもつながります。 

通いの場の中には、米子市社会福祉協議会が立ち上げ等の支援を行っている「ふ

れあい・いきいきサロン」があります。 

地域に携わる関係団体と連携を取りながら、地区担当保健師や地域包括支援セン

ター等が継続的、効果的に取り組めるよう支援していきます。 

 

２ 地域で支え合うしくみづくりの推進 

急速な少子高齢化・核家族化の進行、厳しい経済・雇用環境といった社会情勢の変

化により地域社会のあり方も変わり、地域で支援を必要とする人たちが、住み慣れた

地域でいつまでも安心して暮らしていくためには、行政が中心となって行う法律など

の制度に基づくサービスだけでは十分とは言えません。自治会を始めとした地域組織

や住民など地域社会のすべての構成員が対等な立場で協力・連携することにより、地

域社会全体で支え合うことが必要です｡ 

（１）介護支援ボランティア制度の拡充 

高齢者が、ポイントを貯めることを楽しみながらボランティア活動を行い、自ら

の介護予防や社会参加、地域づくりに取り組めるよう、介護支援ボランティア制度

を通じて多様な活動の場を提供していきます。 

現在、介護施設で補助者として活動する登録者を対象としており、引き続き登録

者の増加とボランティア受入施設の拡充に努めます。 

 

【介護支援ボランティア計画値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護支援ボランティア登録者数 100人 110人 120人 

 
 
 
 
 



 

42 
 

42 
第２部 基本理念の実現に向けた施策の展開                  

第１章 社会参加しやすい環境づくり 

（２）地域のネットワークづくりと住民による課題共有・解決への支援 

 「地域活動支援員（※）」を配置して、地域の多様な主体が地域課題を共有し、

その解決に向けて話し合う場を公民館区域ごとに整備するとともに、地域のニーズ

に合わせた社会資源の創出や生活支援サービスの立ち上げ支援、福祉人材の発掘・

育成を図ります。 

また、地域活動支援員は、地域の見守り活動等と連携しながら、地域住民の困り

ごとを受け止め、支援関係機関へのつなぎや、住民同士の相互扶助による解決の支

援を行います。 

 
※地域活動支援員：「米子市地域福祉計画・地域福祉活動計画」において、包括的な相談支
援体制の構築のために配置することとしている「コミュニティワーカー」を日本語表記に
したもの。 

 

（３）民生委員の訪問活動 

   一人暮らしの高齢者等を民生委員が訪問し、高齢者の状況を確認するとともに、

民生委員とのつながりをつくり、様々な課題を抱える高齢者が課題を抱えたまま孤

立してしまうことを防ぎます。また、必要に応じて地域包括支援センターや行政機

関等と連携・情報提供を行い、その後の見守りや支援活動につなげます。 

 

（４）在宅福祉員による見守り支援 

 在宅福祉員（※）による地域の一人暮らしの高齢者や高齢者世帯等の、生活に少

し不安を抱えている方の見守り活動等を支援し、高齢者世帯の抱える困りごとの早

期発見を図ります。 

 
※在宅福祉員：高齢者の見守り活動等の小地域における福祉活動を実施するボランティアで、
米子市社会福祉協議会が約800人を委嘱しています。 

 

（５）事業者等との連携による見守り 

  中山間集落見守り活動に関する協定書に基づき、締結した事業者等からの通報に

より、市が警察・消防等と連携して安否確認や緊急対応を行います。 

 

（６）高齢者の外出支援 

  高齢者が自立した生活を送るために、高齢者の外出支援が求められています。 

高齢者ドライバーによる交通事故が全国的に年々、増加傾向にある中、加齢に伴

う身体機能や判断力の低下によって運転に不安を感じている方や、家族から返納を

勧められている方の運転免許を返納しやすい環境づくりに努めます。 

また、高齢者の通院、買い物等の移動手段の確保策として、公共交通を利用して
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いただけるように利便性の向上を図るとともに、米子市社会福祉協議会と協力しな

がら、住民活動等のボランティアによる支援も含めて検討していきます。 

 

３ 地域包括ケアシステムの充実 

（１）地域包括ケアシステムの充実に向けた体制整備 
  今後、高齢化が一層進む中で、高齢者の地域での生活を支える地域包括ケアシス

テムは、地域共生社会の実現に向けた中核的な基盤となり得るものとなります。市

は、ケアシステムの構築を推進していく中心的な役割を担います。 

  各地域においては、地域包括支援センターをケアシステム推進の中核機関として

位置づけ、センター設置体制のあり方を検討するとともに、適切な人員の確保、業

務の効率化に向けた取組を行います。 

 

（２）地域ケア会議の推進   

ケアシステムの構築を進めるに当たっては、民生委員や自治会等の地域の支援

者・団体や、専門的視点を有する多職種を交え、「個別課題の解決」、「地域包括

支援ネットワークの構築」、「地域課題の発見」、「地域づくり、資源開発」及び

「政策の形成」の五つの機能を有する地域ケア会議により、高齢者個人に対する支

援の充実と、それを地域で支える地域づくりを推進します。 

多職種協働による自立支援型地域ケア会議の充実を図り、高齢者の生活課題の解

決や自立支援の促進とＱＯＬの向上を目指します。また、個別事例の検討を行うこ

とを通じて、自立支援に資するケアマネジメントを、地域で活動する介護支援専門

員が推進できるよう支援します。個別事例の課題分析や支援の積み重ねを通じて、

地域に共通する課題を明らかにし、多職種協働によるネットワークの構築等に取り

組み、個別支援の充実につなげていきます。 

【地域ケア会議の推進】（出典：H27 全国厚生労働関係部局長会議資料） 
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第２章 健康で安心して暮らせるまちづくり 
 
１ 在宅生活を支援するサービスの充実 
① 軽度生活援助サービス 

家事などが困難な在宅の一人暮らしの高齢者で非課税世帯の方を対象に、簡易な

家事をシルバー人材センターに委託し、要介護者などの自立した生活を支援します。 

  平成30年度 令和元年度 令和2年度（見込み） 

利用人数 127人 147人 150人 

利用回数 466回 482回 485回 

 

② 家族介護者慰労金支給事業 

要介護4又は5と認定され、過去1年間に介護保険のサービスの利用がない高齢者

を、在宅で1年以上介護している非課税世帯を対象に慰労金を支給します。 

  平成30年度 令和元年度 令和2年度（見込み） 

受給人数 0人 0人 1人 

 

③ 家族介護用品助成事業 

要介護4又は5と認定された高齢者を在宅で介護している非課税世帯を対象に、紙

おむつなど介護用品の購入に利用できるクーポン券を支給します。 

  平成30年度 令和元年度 令和2年度（見込み） 

助成人数 75人 79人 80人 

 

④ 緊急通報装置貸出事業 

一人暮らし高齢者などの緊急時の対応のため、緊急通報装置の貸し出しを行いま

す。 

  平成30年度 令和元年度 令和2年度（見込み） 

新  規 0台 1台 1台 

継  続 80台 79台 79台 

 

⑤ はり・灸・マッサージ施術費助成 

70歳以上の非課税世帯の高齢者を対象に、はり・灸・マッサージ施術費の一部を

助成します。 

  平成30年度 令和元年度 令和2年度（見込み） 

助成人数 27人 24人 25人 
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２ 在宅生活を継続できる住環境の確保 

在宅生活を継続できる住環境を確保するため以下の施策を推進します。 

① 住宅改修については、保険者が改修工事を行おうとする受給者宅の実態確認や工

事見積書の点検、工事完了後の施行状況を点検することにより、受給者の状態にそ

ぐわない不適切又は不要な住宅改修を排除するよう努めます。 
 

② 非課税世帯の要介護者又は要支援者を対象に、自宅で快適な生活を送ることがで

きるよう住宅改良費助成金の支給をします。 

  平成30年度 令和元年度 令和2年度（見込み） 

助成件数 4件 0件 3件 

 

③ 市営住宅を整備・改修する場合には、団地内及び住戸内において、手すりの設置

や段差解消等のバリアフリー化を今後も推進していきます。  
 

④ 在宅生活を望んでいても、持ち家がない高齢者の場合、住宅確保が難しくなる状

況があります。「鳥取県あんしん賃貸支援事業」の周知を図り、賃貸借における様々

な困り事・問題の解消につなげていきます。 
 

⑤ 自立した生活を送れるが、高齢等のため独立して生活することに不安のある方を

対象に、「生活支援ハウス（※）」や「高齢者生活援助員派遣住宅（シルバーハウ

ジング（※））」を事業委託しています。民間の専門的な知識・経験等を活用しな

がら適切な運営に努めます。 

  平成30年度 令和元年度 令和2年度（見込み） 

生活支援ハウス 28人 35人 40人 

シルバーハウジング 43世帯 46世帯 45世帯 

 
※生活支援ハウス：自宅において生活を営むことに不安がある60歳以上（単身又は夫婦の
みの世帯並びに家族からの支援を受けることが困難）の方に対して、住まいと、生活に関
する各種相談・助言や地域との交流の場を総合的に提供、支援することにより、安心して
健康で明るい生活を送れるようにするものです。本市では2つの事業所で計40部屋を設置
しています。 

※シルバーハウジング：高齢者向けに配慮された公共賃貸住宅や優良賃貸住宅に生活援助員
（ライフサポートアドバイザー）を配置し、生活相談、安否確認、緊急時の対応等のサー
ビスを提供するものです。本市では49部屋を設置しています。 

 

⑥ 有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅などの高齢者の住まいについて

は、鳥取県の「鳥取県居住安定確保計画」の中で2025年の目標値とされる高齢

者人口に対する高齢向け住宅の割合５％を超え、今後も増加傾向にあることから
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安定的な供給体制が見込まれます。 

地域におけるニーズに応じて適切に供給される環境を確保するために、整備状

況や入居定員数等、情報の把握に努めるとともに、これらの住まいにおける入居者

が安心して暮らすことができるよう、指導監督である鳥取県と情報共有を行いなが

ら連携を強化していきます。 

また、本市においては、生活困窮者や社会的に孤立する高齢者等多様な生活課題

を抱える高齢者に対応できるよう、養護老人ホームや軽費老人ホームについて、ま

た、介護保険施設である特別養護老人ホームや認知症高齢者グループホーム等の介

護保険施設についても地域の実情に応じて、これらの入居定員総数を踏まえ必要な

サービス量の確保に努めます。 

介護が必要な高齢者の受け皿でもある有料老人ホームやサービス付き高齢者向

け住宅について、特定施設入居者生活介護への移行についても検討していきます。 

【米子市における高齢者向け住宅整備状況】 

区
分 

施設・住宅 整備数 定員数 

特定施設入居者
生活介護の指定
を受けていな施

設数 

特定施設入居者
生活介護の指定
を受けていない

入居定員 

高齢者人口
に対する割

合 

介
護
保
険
施
設 

特別養護老人ホーム 
（地域密着型を含む） 

10 569   1.3% 

介護老人保健施設 16 751   1.8% 

介護医療院、 
介護療養型医療施設 

1 15   0.3% 

認知症対応型共同生活
介護（グループホーム） 

22 333   0.8% 

合計 48 1,653   3.9% 

 

高
齢
者
向
け
住
宅 

有料老人ホーム 16 745 10 306 1.7% 

サービス付き 
高齢者向け住宅 

18 1,000 16 886 2.3% 

軽費老人ホーム 
※ケアハウス・養護老人ホーム含む 

6 380 4 206 0.9% 

合計 40 2,125 30 1,398 5.0% 

※整備数は建設中を含む。（令和 2 年 10 月現在） 

※高齢者人口に対する割合は、令和 2 年 10 月現在被保険者数により算定した。(42,745 人) 

〇 高齢者の住まいとは 
高齢者の住まいは、目的や入居条件によりさまざまな種類がありますが、大きく分けると主に介
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護が必要な方に提供される「介護保険施設」と、自立した方に提供される「高齢者向け住宅」があ
り、社会福祉法人や民間事業者等が運営しています。 

 【高齢者の住まいの種別と概要】 

 施設・住宅 施設・住宅の概要 

介
護
保
険
施
設 

特別養護老人ホーム 
（地域密着型を含む） 

・身体上又は精神上著しい障がいがあるために常時の介護を必要
とし、かつ、居宅においてこれを受けることが困難な者を入所さ
せ、養護することを目的とする施設 

介護老人保健施設 
・病状が安定期にある利用者に対して、看護、医学的管理下での
介護、機能訓練等の必要な医療、日常生活上の世話を行うもので、
在宅生活への復帰を目指す施設 

介護医療院 

・介護医療院とは、要介護者であって、主として長期にわたり療
養が必要である者に対し、施設サービス計画に基づいて、療養上
の管理、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他
必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことを目的とする施
設。 

介護療養型医療施設 

・療養病床等を有する病院又は診療所で、療養病床等に入院する
病状が安定期にある長期療養が必要な利用者に対して、療養上の
管理、看護、医学管理下の介護等の世話、機能訓練等の必要な医
療を行う施設(制度の廃止が決まっており、介護老人保健施設等へ
の転換が進められている) 

認知症対応型共同生活介護
（グループホーム） 

・要介護状態の認知症高齢者が、5～9 人を 1 ユニットとして、
食事、入浴、排泄等の生活全般のサポートを受けながら、家庭的
な環境の中でスタッフとともに生活する施設 

高
齢
者
向
け
住
宅 

有料老人ホ
ーム 

介護型 
・入浴・排泄若しくは食事の介護、食事の提供、洗濯・掃除等の
家事、健康管理のいずれかをする事業を行う施設 
・介護型は介護体制が充実し、食事、入浴・排泄など介護全般が
受けられ、毎月の料金も概ね一定 
・住宅型は自立可能な高齢者が対象で、介護が必要となった場合
は在宅介護保険サービスが別途料金で利用できる 

住宅型 

軽費老人ホ
ーム 

ケアハウス 
・高齢者向けの生活施設で、介護や食事等の生活サービスを提供
する施設 

養護老人ホ
ーム 

・環境上、経済上の理由により自宅生活が困難な者が入居し、自
立等のために必要な援助を行う施設 

軽費老人ホ
ーム（A 型） 

・家庭環境等の理由で自宅生活が困難な者が入居し、日常生活上
必要なサービスが提供される施設 
(A 型は食事提供がある) 

ケア付き高
齢者向け住

宅 

サービス付
き高齢者向
け住宅 

・規模、設備、サービス等の基準を満たし、登録を受けた住宅（高
円賃、高専賃から移行したものを含む。） 

高齢者向け
優良賃貸住

宅 

・バリアフリー化され、緊急時対応サービスの利用が可能な住宅
として認定した賃貸住宅。収入に応じた家賃補助制度がある 

シルバーハ
ウジング 

・高齢者向けにバリアフリー化された公的賃貸住宅で、日中常駐
する生活援助員(LSA)が生活相談、緊急時対応、安否確認などを
行う住宅 

      注）種別・施設等の概要は「鳥取県高齢者居住安定計画（第二期）」から一部引用 
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3 災害・感染症から高齢者を守るために 

（１）避難行動要支援者名簿への登録 
米子市では避難行動要支援者名簿（※）に基づき、登録いただいた情報を地域の

支援者と持ち合い、実際の災害時に速やかに避難支援（声かけ、同行避難、避難介

助）や安否確認につなげます。 

 

※避難行動要支援者名簿：災害時において自ら避難することが困難な方を事前に把
握して作成する、避難支援等の基礎となる名簿です。 

 

（２）地域住民と行政の協働 
要配慮者の避難支援においては、地域住民と行政の協働が欠かせないことから、

災害時の対応において中心的な役割を担う自治体と、そこにお住まいの地域住民

の方々が、力を結集し、「自助」、「共助」、「公助」が一体となって、災害時

にひとりも見逃さないという取組を進めます。 

また、避難先、避難するタイミング、避難開始までの行動等のマイタイムライ

ンの作成を支援します。 

 

（３）平常時の災害への備え 
避難支援は､地域での助け合いが重要なため､普段の生活における地域での交流

促進を図ります。また、家具の転倒防止や安全な住まいづくりなど、ご自身で災害

に備えるよう啓発に努めます。 

さらに、米子市社会福祉協議会と協力しながら、各自治会に対し「支え愛マップ

（※）」の作成を働きかけ、マップ作成過程を通じた地域の災害時避難体制の構築

を促進します。 

 
※支え愛マップ：日常生活を送る上や災害発生時の避難において、誰かの支援を必要とする
地域住民の情報を、地図上にまとめたものです。防災体制の確認だけでなく、日頃からの
気配りや「支え愛」の必要性を住民同士で共有することができます。 

 

（４）感染症への対応 
近年の災害発生状況に加え、新型コロナウイルス感染症の流行に対する対策を講

じる必要があります。防災や感染症対策についての周知・啓発を行った上で、感染

防止を行いながら、身体機能低下予防のための運動や交流を継続することにより運

動不足や孤立化を防ぎます。 
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第３章 在宅生活に向けたサービスと 
資源づくり 

１ 健康づくりと疾病予防の推進 

（１）健康づくり 
 高齢になっても、住み慣れた地域で活動的な生活をしていくためには、一人ひとり

が健康づくりを自分のこととして捉え、若いうちから健康的な生活習慣を身につける

ことが大切です。そのためには、生活習慣を見直すことの重要性や健康づくりに関す

る知識の普及に努め、ライフスタイルに合わせ主体的な健康づくりに取り組むことが

できるよう推進していきます。 

 また、地区担当保健師により、より身近な地域で住民に寄り添いながら啓発を行う

等、地域全体で健康づくりを推進していきます。 
 

 

（２）疾病予防 
 米子市の死因は、悪性新生物（がん）、心疾患、脳血管疾患、糖尿病、腎不全等の

生活習慣病によるものが、平成２９年では５２％を占めていました。 

【米子市の生活習慣病による死因割合】                （％） 

 
全死亡者数 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 糖尿病 腎不全 計 

平成２９年 1,766 人 26.2 13.1 9.5 1.4 1.9 52.1 

出典：鳥取県人口動態統計 

生活習慣病の予防には、食生活、運動、喫煙などの生活習慣の改善による正しい生

活習慣の確立が大切なことから、健康教育、健康相談などを通じて生活習慣病の予防

を推進します。 

普及・啓発 

健やかで充実した日常生活を送るために、自らが健康に積極的

に関心を持ち、食生活や運動、心の健康づくりの重要性を理解し

実践できるよう、あらゆる機会を利用し普及啓発に努めます。 

住民組織と

の連携 

  地区保健推進員や食生活改善推進員等との連携により、きめ細

やかな地区活動を展開し、生活習慣病予防の重要性や健康づくり

に関する知識の普及に努めます。 

健康づくり

への支援 

食生活・運動・こころの健康等の取組を支援するために、実践

を取り入れた健康教室の開催や、個別相談等により一人ひとりに

合った健康づくりの支援を行います。 
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また、重症化予防のためには早期発見・早期治療が大切なことから、健康診査を行

い、早期発見に努めます。 
 

健康教育 
広く市民を対象とした健康講座や、食生活や運動等の実践を取り入れた生活

習慣病予防教室を開催し、生活習慣の改善につながる健康教育を行います。 

健康相談 
健康づくりに関する幅広い相談や、健康診査結果等の相談を実施し、一人ひ

とりに合った生活習慣病への対応を行います。 

健康診査 

40歳～74歳までの国民健康保険被保険者を対象に特定健康診査を実施し

ます。 

心臓病や脳卒中等の原因となる生活習慣病を予防するために、メタボリック

シンドローム（内臓脂肪症候群）に着目した健診です。 

特定健康診査の結果、メタボリックシンドロームと判定された方及び予備群

の方に対し、運動習慣の定着やバランスのとれた食生活などの生活習慣の改善

の指導を行うことにより、生活習慣病の予防を図る目的で特定保健指導を実施

します。 

75歳以上の後期高齢者医療の加入者に対し、後期高齢者健康診査を実施し、

健康診査の結果により健康情報の提供や健康相談を行います。 

また、40歳以上の市民を対象に各種がん検診を行います。（子宮頸がん検

診は20歳以上の女性） 

訪問指導 
保健指導が必要な方及びその家族に対し、保健師等が家庭訪問を実施し、生

活状況を把握した上での指導を行います。 

 

〇 各目標値（健康教育、健康相談、訪問指導） 

 生活習慣病に対する正しい知識の普及とともに、予防の大切さの周知を図るため

健康教育、健康相談の回数の増加、訪問指導人数の増加を目指します。 

 また、市民一人ひとりが自身に必要な健康情報を選択、活用する力（医療リテラ

シー）の向上に向けて様々な情報提供を行います。 
 

項    目 令和 2 年度（見込み） 

健康教育 
一般健康教育 年間延べ回数 200 回 

重点健康教育 年間延べ回数 20 回 

健康相談 

総合健康相談 年間延べ回数 50 回 

重点健康相談 年間延べ回数 25 回 

訪問指導 年間延べ人数 300 人 
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〇 各目標値（健康診査） 

 特定健康診査や後期高齢者健康診査のほか、各種がん検診等を引き続き実施し、

受診券の個人通知や広報、あらゆる機会を通じての受診勧奨に努め、受診率向上を

目指します。 

また、本市の受診状況や健診結果等の情報提供も行います。 

特定健康診査の結果、必要な方には、特定保健指導や健康相談、家庭訪問等によ

り生活習慣改善のための保健指導を行います。 

 

項  目 令和２年度（見込み） 

米子市健康診査 

(対象者４０歳以上) 

対象者数（人）※１） 2,068 人 

受診者数（人） 302 人 

受診率（％） 14.6％ 

胃がん検診 

(対象者４０歳以上) 

対象者数（人）※2） 44,119 人 

受診者数（人） 12,654 人 

受診率（％） 28.7％ 

肺がん検診 

(対象者４０歳以上) 

対象者数（人）※2） 44,119 人 

受診者数（人） 9,283 人 

受診率（％） 21％ 

大腸がん検診 

(対象者４０歳以上) 

対象者数（人）※2） 44,119 人 

受診者数（人） 12,245 人 

受診率（％） 27.8％ 

子宮がん検診 

(対象者２０歳以上

の女性) 

対象者数（人）※2） 32,218 人 

受診者数（人） 8,064 人 

受診率（％） 25％ 

乳がん検診 

(対象者４０歳以上

の女性) 

対象者数（人）※2） 27,725 人 

受診者数（人） 4,343 人 

受診率（％） 15.7％ 

歯周疾患検診 

(対象者４０・５０・

６０・７０歳) 

対象者数（人）※３) 7,955 人 

受診者数（人） 150 人 

受診率（％） 1.9％ 
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項  目 令和２年度（見込み） 

特定健康診査 

対象者数（人）※４） 21,832 人 

受診者数（人） 6,550 人 

受診率（％） 30％ 

特定保健指導 

積極的支援 

対象者数（人）※５） 135 人 

実施者数（人） 15 人 

実施率（％） 11.1％ 

特定保健指導 

動機づけ支援 

対象者数（人）※５） 560 人 

実施者数（人） 129 人 

実施率（％） 23.0％ 

 

項  目 令和２年度（見込み） 

後期高齢者健康診査 

対象者数（人）※６） 22,203 人 

受診者数（人） 6,439 人 

受診率（％） 29％ 

 
※検診等の対象者数について 

1)米子市健康診査：40 歳以上の生活保護受給者及び 4 月 2 日以降の国民健康保険加入者数 
2)各種がん検診：国勢調査を元に県が算定し 5 年毎に更新、平成 28 年度変更している。職場で 
検診を受ける者及び要介護者を除いた数。 

3)歯周疾患検診：４０歳、５０歳、６０歳、７０歳の者 
4)特定健康診査：40 歳以上の国民健康保険加入者数 
5)特定保健指導：特定健康診査の受診した結果、該当した者 
6)後期高齢者健康診査：後期高齢者医療加入者数、年次微増している。 
 

２ フレイル対策の推進 

高齢期は、筋肉量の減少や生活不活発等により運動機能・認知機能が低下しやすい

状況にあります。加えて、口腔機能の低下により、嚥下機能の低下や、かめない食品

が増加し、低栄養につながりやすいとも言われています。高齢者の健康寿命を延伸す

るためには、壮年期の肥満対策に重点を置いた生活習慣病対策から、疾病の重複及び

フレイル（※）に着目した対策に徐々に転換することが喫緊の課題となっています。

そのため、高齢者及び住民全体に、フレイル予防（運動・栄養・口腔面の機能維持向

上、社会参加の重要性）の必要性について普及啓発を行うとともに、フレイルの早期

発見に努め、適切な支援を実施して行く必要があります。 

本市では令和元年度から永江地区をモデルにフレイル対策事業を進めており、令和

２年度からは日常生活圏域（１１の中学校区）に１人ずつ地区担当保健師を配置し、

住民にとって身近な場所で健康相談や健康教室を開催し、フレイル対策に取り組んで
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います。 

 

※フレイル：加齢等により、心身の活力が低下し、複数の慢性疾患の併存などもあり、心身の 
脆弱化が出現した状態で、健康と要介護の中間の段階のことを指します。一方で、適切な介 
入により、生活機能の維持向上が可能な状態です。 

 

（１）具体的な取組 
・地区組織や公民館活動等の人が集まる場所での講習や個別訪問等、様々な機会を 

捉えてフレイルについて啓発します。また、健康な層にいる方にもフレイル予防の 

意義と重要性について説明します。 

・通いの場及び個別訪問等、様々な機会を捉えてフレイルチェック（健康状態の把握）

を行います。チェックには、基本チェックリスト（２５項目の質問票）等を活用し、

低栄養や運動機能の低下等、個人の状態を把握し、適切な保健指導及び生活機能の

向上に向けた情報提供等を実施します。 

・「保健師の出張！なんでも健康相談」の場を活用します。 

令和２年９月以降、各公民館に保健師が出向き、地域住民にとって身近な場で気軽

にフレイルチェックやチェック後の対策、及び健康相談ができる場を提供していま

す。併せて、栄養士による相談やリハビリテーション専門職による運動や口腔機能

維持向上についての実技や相談ができる機会をつくります。 
 

（２）今後について 
地区担当保健師を中心にフレイル予防の必要性について普及啓発に努め、住民の

健康意識の向上を推進していきます。 
 

３ 高齢者に対する保健事業と介護予防の一体的実施 

 高齢者は複数の慢性疾患、社会との交流機会の減少等により、フレイル状態になり

やすいため、疾病予防と生活機能維持の両面にわたる対策をたてる必要があります。

米子市は、生活習慣病対策・フレイル対策・介護予防を一体的に実施し健康寿命の延

伸を図るため、「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業」に取り組むことと

しました。個々の生活習慣病リスクやフレイル状態を把握することにより、保健事業

から介護予防事業、又は介護予防事業から保健事業へつなぎ、切れ目のない支援を実

施します。 

 日常生活圏域（１１の中学校区）に１人ずつ配置した保健師を中心に、栄養士やリ

ハビリテーション職、地域包括支援センターと共に、通いの場等での健康教育や相談

窓口紹介（ポピュレーションアプローチ）を始め、医療未受診者の健康状態の把握や

健康に課題のある方へのアプローチ（ハイリスクアプローチ）に努め、必要時、医療

や支援サービス等を紹介します。 
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（１）具体的な取組 
① ポピュレーションアプローチ（通いの場等への積極的関与）の取組 

生活習慣病の発症・重症化予防、フレイル予防に必要な生活習慣の改善について啓

発し、また基本チェックリスト等でフレイルチェックを実施することでフレイル状態

の早期発見・早期支援を推進します。 

・自治会長会、民生委員会等において、フレイル及び地域の健康に関する特徴等を説

明します。 

・公民館講座・サロン等の通いの場において、健康教育及びフレイルチェックを行い、

健康状態に気付く機会を提供します。  

② ハイリスクアプローチ（個別的支援）の取組 

 医療や介護サービス等の支援を受けず、健康状態が不明な高齢者及び閉じこもりの

可能性がある高齢者に対しては、個別的支援を行います。訪問した際にフレイルチェ

ックを実施することにより、高齢者のフレイル予防に関する理解と意識向上に努めま

す。 

・保健師又は地域包括支援センター職員が健康状態未把握者への訪問等により、当該

者の健康状態や心身機能を把握し、適切な保健指導や医療・介護サービスを紹介し

ます。 

 

（２）今後について 
KDB システム（※）やニーズ調査等を活用し、それぞれの生活圏域で増加してい

る疾病等、地域ごとに着目すべき課題を明らかにし、地域の健康課題に応じた取組を

進めます。 

 

※KDB システム：国保データベースシステム。健診、医療及び介護データを保有し、国や県等との
比較分析ができるシステム。市内の各地区ごとのデータも抽出可能。 

 

４ 自立支援、介護予防・重度化防止の推進 

高齢単身者や高齢夫婦のみ世帯の増加が見込まれる中、住みなれた地域で元気に暮

らし続けるためには、高齢期を迎える前からの健康の保持・増進が重要であり、その

ための身体機能向上維持に向けた運動継続の実践、適切な生活リズムの確立が必要で

す。また、地域の中でお互いに助け合いながら、地域での「役割（居場所や出番）」

やその中で個々の「生きがい」につながるための社会的参加の推進を図っていく活動

が、健康寿命の延伸＝介護予防につながると考えます。 

本市においては、一般介護予防事業の実施にあたり、運動施設等で運動習慣のきっ

かけづくりやリハビリテーション等の専門職と連携し、通いの場をより継続的、効果

的な内容になるよう支援してきました。 
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今後は、自立支援、介護予防・重度化防止に向け、市民や関係機関等地域全体への

介護予防・健康づくりに関する啓発、地域における通いの場の充実、多職種連携によ

る取組を進めていきます。 
 

（１）介護予防地域活動支援（介護予防地区健康講座等） 
介護予防に関する知識や新しい情報等を積極的に発信し、多くの市民に理解してい

ただけるよう公民館や地域包括支援センターと連携しながら支援していきます。併せ

て、地域で取り組む活動の支援として、地域サポーターに対し実践につながるよう養

成講座を開催します。地域ごとで活動が異なる現状を踏まえ、今後は地域の実情に合

わせた内容での開催を検討します。 

その一方で、サロン等のさまざまな地域活動において、世話役の高齢化等により活

動の継続が困難になりつつある現状もあります。若い人材の発掘を含め、幅広い医療

専門職や医療分野以外の多様な専門職種の関与を進めて地域活動の支援を進めてい

きます。 

また、参加していない高齢者のうち、支援が必要な高齢者を把握し、通いの場への

参加を含めた必要な支援につなげる策を検討していきます。併せて、通いの場以外の

社会参加についての多様なニーズを把握していきます。 
 

（２）健康づくり・やって未来や塾 
地域において住民主体で運動できる仲間づくりを応援します。活動の立ち上げにあ

たっては、健康運動指導士を派遣し、参加者の身体状況や要望を考慮しながら、一緒

に活動計画を立てていきます。また、リハビリテーション専門職による活動支援も行

っており、より介護予防の取組を強化していきます。併せて、身体評価を定期的に行

うことで、継続的な活動による効果を検証します。 

今後、新規のサークル活動数の増加に努めます。 

【健康づくり・やって未来や塾開催計画値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

新規サークル活動数 ２ヶ所 ２ヶ所 3 ヶ所 

 

（３）通所型運動機能向上事業（がいなみっく予防トレーニング） 
運動習慣につなげるきっかけづくりとして、3 か月間、週 1 回の頻度で運動施設

及び介護保険施設で実施しています。利用終了後は、利用していた施設での教室もし

くは「ふらっと運動体験」につながっている方が多い状況です。 
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今後は、新規利用者の拡大とともに、自主的な運動継続を一層促すよう、施設や

地域との連携を行います。 

 

（４）「ふらっと運動体験‼」及び「ふらっと、湯ったり健幸習慣‼」 

運動指導者による運動メニューと併せて、運動機器を開放し、利用者自身のペース

で運動できるきっかけをつくることで、自主的な運動習慣につなげることを目的にし

ており、年々利用者が増えています。また、「ふらっと、湯ったり健幸習慣‼」では、

温泉施設を会場に、運動した後、食事や温泉入浴等も利用していただくことで、低栄

養予防と余暇活動の充実を意識した実践につながる環境づくりに努めます。 

 

（５）生活支援型介護予防事業（ショッピングリハビリ） 
日常の外出行為（買い物）において自力で行うことが困難となっている高齢者に対

し、手段的日常生活動作（ＩＡＤＬ）の維持・拡大を目的に運動と買い物を併せた予

防サービスを行います。生活の中に外出の機会を設けることにより閉じこもりを防ぎ、

運動器の機能向上や認知機能を向上させることでできる限り介護に頼らない生活を

送るための支援を行います。 

 

【ショッピングリハビリ利用者数計画値】    

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

利 用 者 数 ７０人 ８０人 ９０人 

 

（６）地域リハビリテーション活動支援の推進 
介護予防の効果的な実践方法のアドバイスや、日常生活動作（ADL）（※）及び日

常生活関連動作（IADL）（※）における専門的視点からの助言等を、鳥取県リハビ

リテーション専門職連絡協議会等を始めとした各専門職種団体の協力を得ながら、サ
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ロンでの介護予防講座や地域ケア会議等、地域に専門職を派遣し、より地域でのリハ

ビリテーションに重点をおいた生活環境を整えることを目的として取り組んでいき

ます。 

 
※日常生活動作（ＡＤＬ）：人が日常生活を送るために必要な着替えやトイレ、入浴などの基 
本的な動作を指します。 

 
※日常生活関連動作（ＩＡＤＬ）：日常生活動作の中で、買物や洗濯のような家事全般、交通 
機関の利用など、より複雑な動作を指します。 

 

（７）介護予防ケアマネジメント 
地域包括支援センターにより介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」

という）の対象者が住み慣れた地域で生活をおくることができるよう、必要なサービ

スのマネジメントを行います。地域包括支援センターは適切なアセスメントの実施、

専門的な視点からプランを作成します。なお、介護予防ケアマネジメントは、要支援

者等で予防給付によるサービスの利用がない場合について行います。 
 

 
平成30年度 令和元年度 

令和2年度 

（見込み） 

介護予防ケアマネジメント 

延べ件数 
11,943 件 11,685 件 11,000 件 

 

（８）介護予防・生活支援サービス事業 

平成28年度から開始している介護予防生活支援サービス事業は、訪問型サービス

と通所型サービスに分類されています。通所型サービスは、介護保険における通所介

護に相当するものと通所型サービスCを実施しています。 

 自立支援に資するよう、介護予防・生活支援だけではなく、高齢者自身の「社会参

加」についても一体的に推進していく必要があります。住民ボランティアが主体とな

って運営する通いの場や移動支援サービスの提供等、多様なサービスを展開し、利用

者の状態等を踏まえながら利用促進を図ります。 

多様なサービスが展開されることで、新たな担い手の確保や通いの場の拡充が期待

されます。 
 
【延べ利用回数】 

 平成30年度 令和元年度 令和2年度（見込み） 

訪問型サービス 38,009 回 38,592 回 40,000 回 

通所型サービス 64,854 回 66,743 回 63,000 回 

通所型サービスＣ 2,309 回 2,301 回 2,000 回 
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（９）リハビリテーションサービス提供体制の充実 

介護保険におけるリハビリテーションについては、要介護（支援）者が必要性に応

じて利用できるよう、医療保険で実施する急性期・回復期のリハビリテーションから、

介護保険で実施する生活期リハビリテーションへ、切れ目のないサービス提供体制を

構築することが求められています。 

このため、特に介護保険サービスの対象となる「生活機能」の低下した高齢者に対

し、生活期のリハビリテーション（※）として、単に運動機能や栄養状態といった身

体機能の改善だけを目指すのではなく、高齢者が有する能力を最大限に発揮できるよ

う、「心身機能」「活動」「参加」のそれぞれの要素にバランスよく働きかけていく

こと、また、これによって日常生活の活動を高め、家庭や社会への参加を可能とする

ことが重要となります。 

本市におけるリハビリテーションサービス提供体制について、事業所数や理学療法

士等の従業員数や加算の取得状況等について、全国平均や鳥取県平均等の指標と比較

しながら提供体制について把握し、課題がある場合には予防事業等の施策に反映して

いきます。 
 
 ※生活期のリハビリテーション：主にリハビリテーションを提供する事業所が訪問リハビリ

テーション事業所や通所リハビリテーション事業所、介護老人保健施設、介護医療院を対
象としています。 

 

① 米子市のリハビリテーションサービス提供体制 

  【サービス提供事業所数】 

サービス提供事業所数 米子市 鳥取県 全国 

訪問リハビリテーション 
認定者１万人対 11.59  10.79  7.77  

実  数 10  37  5,011  

通所リハビリテーション  
認定者１万人対 18.54  18.37  12.66  

実  数 16  63  8,172  

介護老人保健施設  
認定者１万人対 19.70  17.21  6.73  

実  数 17  59  4343  

介護医療院  
認定者１万人対 0.00  0.58  0.23  

実  数 0  2  149  

短期入所療養介護（介護老人保健施設）  
認定者１万人対 11.59  13.42  6.09  

実  数 10  46  3,931  

短期入所療養介護（介護医療院）  
認定者１万人対 0.00  0.58  0.06  

実  数 0  2  36  

平成29年度厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」および厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 
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【リハビリテーション専門職の数】 

                                                     （単位：人／認定者1万人） 

理学療法士の従事者数 米子市 鳥取県 全国 

介護老人保健施設 17.68  21.20  12.04  

通所リハビリテーション（介護老人保健施設） 11.79  8.83  9.62  

通所リハビリテーション（医療施設） 10.61  12.95  7.76  

合計 40.08  42.99  29.42  

                                                    （単位：人／認定者1万人） 

作業療法士の従事者数 米子市 鳥取県 全国 

介護老人保健施設 20.04  14.43  8.31  

通所リハビリテーション（介護老人保健施設） 7.07  6.18  3.44  

通所リハビリテーション（医療施設） 14.14  10.60  4.61  

合計 41.25  31.21  16.35  

                                                   （単位：人／認定者1万人） 

言語聴覚士の従事者数 米子市 鳥取県 全国 

介護老人保健施設 7.07  4.12  1.72  

通所リハビリテーション（介護老人保健施設） 1.18  0.88  0.53  

通所リハビリテーション（医療施設） 2.36  1.47  0.81  

合計 10.61  6.48  3.06  

平成29年度厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」および厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 

  

  〇 認定者1万人対の事業所数については、全国平均より高い数値となっていますが、

短期入所療養介護（介護老人保健施設）については、鳥取県平均よりわずかに

低くなっています。 

 〇 リハビリテーション専門職の数については、理学療法士等の従事者数について

鳥取県平均と比較し低いサービスもありますがサービス全般において全国平均

より高い比率となっています。 
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② 米子市のリハビリテーションサービス利用率 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〇 訪問リハビリテーションと通所リハビリテーションを比較したときに全体では

通所リハビリテーションの利用率が高くなっています。 

 〇 米子市におけるリハビリテーションの利用率は、全国平均や鳥取県平均と比較

しても高い利用率となっており、通所介護等における機能訓練指導も含め、リハ

ビリテーションへの意識が高いと考えられます。 

〇 近年の傾向として訪問リハビリテーションの利用率が高くなっています。 
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③ 米子市のリハビリテーション関連加算の取得状況 
（認定者1万人対） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
【リハビリテーション関連の介護報酬における加算】 

リハビリテーションマネ

ジメント加算 

調査（Survey）、計画（Plan）、実行（Do）、評価（Check）、改善（Action） （以下「SPDCA」

という。）のサイクルの構築を通じて、心身機能、活動及び参加について、バランス良くアプ

ローチするICFの観点に立って、リハビリテーションが提供できているかを継続的に管理する

ことによって、質の高いリハビリテーションの提供を目指すため、事業所の取組に対し評価す

るもの 

短期集中リハビリテーシ

ョン実施加算 
退院、退所日等から3月以内の利用者に対して、身体機能の回復するための集中的なリハビリ

テーションを個別に実施することを評価する加算 

認知症短期集中リハビリ

テーション実施加算 
認知症を持つ高齢者に対して、短期間かつ集中的にリハビリテーションを実施することを評価

する加算 

個別リハビリテーション

実施加算 

介護老人保健施設における短期入所療養介護において、利用者の個別リハビリテーション計画

に基づき行われる個別リハビリテーションの実施を評価する加算 

生活機能向上連携加算 
事業所と外部のリハビリ専門職が連携し、機能訓練のマネジメントを行うことを評価する加算 

経口維持加算 入所者が認知機能や摂食、嚥下機能の低下により、食事の経口摂食が困難となった場合でも、

口で食べる楽しみを得られるように、多職種共同での支援の充実と促進を図ることを目的とし

ている加算 

 

 〇 各種加算の取得率については、全国平均と比較し高い水準にありますが、高齢

者や認定者の増加に伴い算定率は下がっている加算も認められます。 

〇 今後も定期的に状況把握について加算の取得率の向上を図ることが重要です。 

 

④ 米子市のリハビリテーションサービス提供体制の充実に向けて 

米子市では、認定者のうち、軽度者の割合が高くかつ近年増加傾向にあるため、軽

度者の介護予防及び自立支援に向けて、リハビリテーションサービスを含めた取組の

充実が重要であると考えます。リハビリテーションサービスの利用率からも、県や全

鳥取県 全国

H27 H28 H29 H30 R1 R1 R1

通所リハビリテーション（短時間1～2時間）の算定者数 65.58 78.99 81.23 95.1 93.44 59.82 66.53

訪問リハ 0.20 0.00 0.00 1.83 0.10 0.92 15.24

通所リハ 95.87 158.39 152.93 248.23 262.74 140.76 146.11

合計 96.07 158.39 152.93 250.07 262.83 141.68 161.35

訪問リハ 19.64 22.25 23.48 19.92 18.75 12.47 8.42

通所リハ 117.82 105.86 87.81 98.77 72.47 58.88 32.43

介護老人保健施設 229.10 242.59 232.20 222.07 220.03 157.92 93.60

合計 366.57 370.70 343.49 340.44 312.40 231.86 136.36

通所リハ 0.70 0.90 0.69 0.19 0.00 1.89 1.00

介護老人保健施設 91.84 97.14 88.79 98.19 113.35 85.45 31.61

合計 92.55 98.04 89.48 101.19 117.79 90.08 32.88

個別リハビリテーション実施加算算定者数 103.83 87.71 72.19 37.30 64.26 69.24 57.37

生活機能向上連携加算算定者数 269.09 376.57 280.71 198.65

介護老人保健施設 151.96 146.96 153.03 154.29 150.65 113.41 48.82

リハビリテーション

サービス
151.96 146.96 153.03 155.45 152.48 116.93 51.33

米子市

リハビリテーションマネジメント加算

Ⅱ以上の算定者数

短期集中（個別）リハビリテーション

実施加算算定者数

認知症短期集中リハビリテーション実

施加算算定者数

経口維持加算算定者数
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国よりも高く、今後増加する需要に対応できるよう、現在のサービス提供体制を維持

していかなければなりません。 

鳥取県との連携をより強化しながら、関係機関に専門職の役割や地域の状況を周知

し、介護予防への取組としての施策を強化していきます。 

 

５ 在宅医療・介護の連携推進 

在宅医療・介護連携推進事業において、医療と介護の両方を必要とする在宅で生活

する高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることがで

きるよう、切れ目のない在宅医療と介護の一体的な提供体制を構築し、医療機関と介

護事業所等の関係者との協働・連携を推進することを目的としています。 

高齢期では加齢に伴う心身機能の衰えから、日常生活において、医療や介護が必要

になることもあります。地域の在宅療養者が住み慣れた自宅等で療養し、自分らしい

生活を続けていくためには、医療と介護の連携した対応が求められる場面での連携体

制の構築を図っていく必要があるため、①日常の療養支援、②入退院支援、③急変時

の対応、④看取りの4つの場面について高齢者それぞれの意思が尊重され、満足度が

高まることを目指します。 

 

① 日常の療養支援 

米子市内における医院や診療所を含む医療機関、及び介護施設等の在宅医療介護に

関する情報の把握に努めます。また、これらの情報を継続的に更新しながら発信し、

誰もがその情報を共有することで、医療と介護の両方を必要とする高齢者が希望する

場所で生活をおくることを目指します。 

 

② 入退院支援 

鳥取県西部福祉保健局が作成した入退院ルールに従い、医療機関とケアマネジャー

間で医療情報や介護情報が共有されています。これをさらに迅速かつ円滑に情報が共

有できるよう、各関係機関への周知徹底や共有情報項目の統一を図ります。 

 

③ 急変時の対応 

医療と介護の両方を必要とする在宅で療養生活を送る高齢者の急変時に、本人の意

思を尊重した対応につながるよう、「もしもの時のあんしん終活支援ノート」を広く

配布し、普及を図ります。 
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④ 看取り 

後期高齢者の増加に伴い、多死社会（※）

へ移行することが想定される中で、市民が在

宅の看取り等について十分に理解した上で、

人生の最終段階における意思決定を行えるよ

う、終末医療のあり方や在宅での看取りに対

する意識の普及啓発に取り組みます。また、

地区公民館での健康講座や在宅医療推進フォ

ーラム等を開催し、「もしもの時のあんしん終

活支援ノート」の活用について啓発します。 

 

 
※多死社会：高齢化社会の次に訪れるであろうと想定されている社会の形態であり、令
和 2 年度厚生労働白書によれば、2019 年に 138 万人である死亡数は 2040 年に
168 万人が見込まれています。現在は年間の死亡者数がピークに差しかかる時期です。 

 

 

６ 地域包括支援センターの機能強化 

 地域包括支援センターの業務に関して、要支援認定者数の増加及び平成28年度よ

り開始した総合事業による介護予防ケアマネジメント業務量の増加をはじめ、支援困

難事例の複雑化・問題解決までの長期化、総合相談受付件数の増加、地域ケア会議の

企画・運営など、地域包括支援センターの業務が増大しています。 

 地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な相談支援体制の機能

のひとつとして、センターは役割を担うこととなり、センターの機能や体制のさらな

る強化を図ることが必要です。 

 

 

 平成30年度 令和元年度 令和2年度（見込み） 

ケアマネジメント延人数 25,969 人 27,221 人 27,700 人 

総合相談受付件数 57,371 件 70,242 件 74,000 件 

 

 

 

 

 

出典：在宅医療・介護連携推進事業の手引き Ver.3 
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（１）効果的な運営体制の構築 
  各センターが相互に連携し、効果的な取組を推進するため、センター間の総合調

整や地域ケア会議支援、支援困難事例に対する対応力の向上等、効果的なセンター

の運営体制の構築をしていきます。 

また、専門知識を有する職員を育成するため、センター職員研修の開催や、各セ

ンターにおいても、介護予防や権利擁護、認知症施策等に関する研修計画を策定し、

センター職員の資質向上に努めます。 

 

（２）担当圏域における目標等の設定 
  センターが担当する圏域において、地域の実状や課題を踏まえた具体的な運営方

針、業務目標等を設定し、行政はもとより多職種関係機関と緊密な連携を図りなが

ら、適切な運営に努めます。 

 

（３）効果的なセンター運営の継続に向けて 
  平成30年度より全国統一指標によるセンターの事業評価を実施しています。セ

ンターの業務を効果的かつ効率的に実施しているかを網羅的に点検するための指

標とし、業務改善につなげていきます。人員体制及び業務の状況を定期的に把握・

評価し、事業の質の向上のための必要な改善を図ることで、継続的に安定した事業

の実施につなげ、地域包括システムの充実に向けた取組の加速を図ります。 

  また、市町村とセンターにおける連携項目を活用した業務分析を行い、相互の役

割分担の明確化と連携強化を図ります。 
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第４章 認知症になっても暮らしやすい地域

と人づくり 

１ 認知症になっても暮らしやすいまちづくりの推進 

 
平成27年策定の「認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）」、令和元年策

定の「認知症推進大綱」に基づき、認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望を

持って日常生活を送ることができる社会を目指します。そのために認知症の人や家族

の視点を重視しながら、認知症になっても住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けら

れる「共生」と、通いの場の拡大などの「予防」を車の両輪とした施策を推進します。 

 

（１）普及啓発の推進・本人発信支援 
認知症への社会の理解を深め、地域共生社会の実現を目指し、認知症に関する正し

い知識と理解を持って、地域や職場で認知症の人や家族を手助けする認知症サポータ

ーの養成を幅広い年代、立場の人に対して実施します。また、認知症の有無に関わら

ず、同じ社会の一員として、認知症本人の言葉を発信するとともに、普及啓発を進め

ていきます。 

 

① 認知症サポーター養成講座  
認知症の人と地域で関わる会社や学校、住民の集まり等に積極的に出かけて講座

を実施し、多くの認知症サポーターを養成して、認知症に対する正しい知識を持つ

人を増やし、認知症の人やその家族を地域全体で支えることができる体制の構築に

努めます。 

また、小中高等学校で、認知症についての紙芝居等を活用しながら、若い世代の

支え手としてのキッズサポーターを養成し、学校教育の段階から認知症への理解を

深める取組を行うことで、幅広い年代での認知症サポーター養成に努めます。 

なお、令和2年度末での認知症サポーター養成講座の累計受講者数は、2万1,000

人を見込んでいます。第8期計画中には累計27,000 人の認知症サポーターを養成

するよう努めます。 

【認知症サポーター養成講座受講者数計画値】 

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

認知症サポーター養成講座 

受講者数 
23,000人 25,000人 ２7,000人 
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②ケアパスの作成 

認知症の人やその家族が、認知症と疑われる症状が発生した場合に医療や介護サ

ービスへのアクセス方法やどの様な支援を受けることができるのかを理解し、早期

に相談できるよう、相談の流れを示す「認知症ケアパス」を作成し、地区サロン等

での配布や各相談窓口への配置等により、周知を図ります。    

また、認知症の人自身の体験に基づき、診断等の場面毎に本人に必要な情報を提

供できるパンフレットを作成し、適宜活用することで速やかな支援につなぎます。 

 

（２）予防法の普及推進 
認知症の発症を遅らせ、認知症になっても進行を緩やかにするための活動を推進し

ます。 

 

①生活習慣の改善に向けた啓発 

糖尿病、高血圧症、脂質異常症等があると、認知症の発生率が高くなります。バ

ランスのよい食事をとること、散歩等の有酸素運動を行うこと、社会的交流や知的

活動のある生活習慣の大切さを、認知症ケアパス等に掲載するとともに、地域の集

会やサロン等で啓発します。 

また、個別に生活習慣の改善について提案する健康相談の場の周知も行います。 

 

②認知症予防事業 

介護予防・生活支援サービス事業の通所型サービスC（※）に認知症予防プログ

ラムのサービスを加え、個々のニーズにあった有酸素運動や脳活性化トレーニング

等のプログラムメニューを提供し、自宅での生活リズムの改善を図ります。なお、

通所型サービスC以外にも、認知症の人と家族の会の協力のもと、「認知症予防講

座」を実施し、認知症の予防に取り組みます。 

 
 
※通所型サービスC（短期集中サービス）：状態改善の達成を目指す期限を明確に設定した上
で、理学療法士・作業療法士等の専門職が、利用対象者の機能低下（運動機能・栄養状態・
口腔機能の低下等）の状況に応じて、集中的にサービスを提供するものです。 

 

【認知症予防プログラム利用者数計画値】         

 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

予防プログラム利用者数 90人 100人 110人 
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③ 通いの場への参加促進 

  高齢者が、一人ひとりの状況に合った通いの場を利用することができるよう、さ

まざまな場面で情報提供していきます。 

 

（３）認知症の人の介護者・支援者への支援 
認知症の人が、持っている力を最大限に活かし、地域の中での暮らしを続けること

を目指して、医療・介護従事者は、認知症の人の個性や想いを尊重するとともに、認

知機能低下のある人や認知症の人に対して、早期発見・早期対応ができるよう、支援

者のさらなる質の向上と支援者間の連携を強化します。また、家族等介護者の負担軽

減の取組を推進します。 

 

① 認知症サポートチーム（認知症初期集中支援チーム）の配置 

医療・介護の専門職が、家族の相談等により認知症が疑われる人や認知症の人及

びその家族を訪問し、必要な医療や介護の導入や家族支援等の初期の支援を包括

的・集中的に行い、生活の支援をしていく「認知症サポートチーム」を配置し、早

期対応に向けた支援体制のさらなる充実を目指します。併せて、早期に相談してい

ただけるようにチームの事業内容の周知や、地域包括支援センターを始めとした各

相談窓口間の情報連携を図ります。 

また、鳥取大学基幹型認知症疾患医療センターの専門医、鳥取県作業療法士会に

ご協力いただき、地域包括支援センター等の認知症サポートチーム員の対応力向上

のための研修会（事例検討会）を実施します。 

特に、診断後の暮らしの支援として、認知症の人やその家族の暮らしそのものを

支援していくという視点で、医療・介護・福祉等の多職種が連携し、認知症の人が

どのように暮らしたいのか本人の想いを重視し、支援します。 

 

② 認知症地域支援推進員の配置 

      認知症高齢者を地域包括支援センターや医療機関、介護サービス及び地域の支援

機関につなぐコーディネーターとして重要な役割を果たしている認知症地域支援

推進員を、今後も継続して配置します。 

 

③ 認知症カフェへの支援 

認知症の人やその家族、地域住民、専門職等が集い、気軽に相談できたり、認知

症への理解を深めたりする場として、認知症カフェを周知します。 

また、ボランティア等の地域住民が参画し、認知症地域支援推進員と連携してい

る認知症カフェの運営を支援します。 
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④ 認知症の人を介護する家族の集いの活用 

認知症に関することや、介護の悩みを話す場の「認知症の人を介護する家族の集

い」を広報よなご等で周知し、介護する家族を支えるため、交流の場の確保に努め

ます。 

 

⑤「チームオレンジ」の構築 

地域でくらす認知症の人や家族を、認知機能低下の早期から支援する「チームオ

レンジ」の構築に努めます。その取組は認知症サポーターの活動の場としても位置

付け、認知症サポーターが地域の担い手として活躍できる仕組みづくりにつなげま

す。 

 

（４）若年性認知症の人への支援 
若年性認知症の人が、社会的立場等に配慮され、支援を受けることができるよう、

施策を推進します。 

 

① 若年性認知症についての啓発 

「認知症サポーター養成講座」の内容に、若年性認知症の内容を取り入れ、正し

い理解を深めるとともに、相談先の周知を行います。 

 

 ②若年性認知症の人と家族への支援 

認知症カフェ等での相談支援を行うとともに、県が設置する「若年性認知症サポ

ートセンター」とも連携し、家族支援も含めて若年性認知症の人が自分らしい生活

が維持できるよう支援します。 

 

（５）認知症になっても暮らしやすい地域づくり・認知症バリアフリーの推進 
認知症の人の多くは、買い物や趣味活動等の外出の機会が減る傾向があるため、「認

知症バリアフリー」の取組を推進し、生活のあらゆる場面で、認知症になっても住み

なれた地域で暮らし続けられる地域社会の実現を目指します。 

 

① 米子市認知症施策を考える会（オレンジの会）の充実 

市の地域ケア会議の認知症施策検討部会として位置づけ、施策の充実に向け協議 

するとともに、認知症の人や介護する家族の思いを施策につなげていきます。 

 

② 認知症高齢者等事前登録制度の推進 

  認知症等が原因で、行方不明になるおそれのある方を、希望により事前登録して

おくことで、早期発見・保護するための「認知症高齢者等事前登録制度」を継続し
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て実施し、米子警察署と情報を共有するとともに、高齢者をサポートするネットワ

ークを推進します。 

 

③ 認知症行方不明者の捜索模擬訓練の実施  

自治会を始めとした地域組織と協力し、訓練の意義や有事の捜索協力体制の重要

性について理解を深めるための取組を行います。「認知症行方不明者の捜索模擬訓

練」の実施地区を拡大していくとともに、繰り返しの訓練も実施する中でより多く

の地域住民の捜索協力への意識づけと連携体制を強化します。 

 

２ 高齢者の権利擁護の実現  

（１）権利擁護支援の仕組みの構築 
① 必要な人が成年後見制度を利用できるよう、既存のネットワークを活用しなが

ら、保健・医療・福祉・司法の連携の仕組み（地域連携ネットワーク）の構築を

図ります。 

 

【地域連携ネットワークの3つの役割】 

（ア）権利擁護の必要な人の発見・支援 

（イ）早期の段階からの相談・対応体制の整備 

（ウ）意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制度の運用に資する支援体制の構築 

 

② 地域連携ネットワークを構築及び運営していくために中核機関を設置します。

社会福祉の公的責任を果たすため、中核機関は本市に置き、相談窓口、地域連携

ネットワークのリーダー的機能を担います。専門的な相談、事業運営については、

一般社団法人権利擁護ネットワークほうきと協力しながら権利擁護支援を構築

していきます。 

 

  

 

 

 

 

 

 

        

 

○一次窓口機能…専門団体、後見人、市民等の相談窓口、必要な支援につなげる 

○コントロール機能…成年後見制度の利用の促進、地域連携ネットワークシステムの管理 

○事務局機能…協議会の事務局等 

○専門的窓口機能…成年後見制度に係る専門的相談に対応 

○事業推進機能…成年後見制度利用に係る事業の実施を支援 

中核機関（米子市） 

一般社団法人権利擁護ネットワークほうきへ一部委託 
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（２）成年後見制度・日常生活自立支援事業の普及・促進 
① 成年後見制度の利用が必要と思われるが、申し立てる親族のいない高齢者に対

しては、市長による成年後見の申立てや、成年後見制度利用支援事業による支援

を行います。 

 

② 市民後見人の養成・育成を中核機関が実施します。また、市民後見人の継続的

な研修や後見活動に対する必要に応じた相談・助言等を行います。 

 

③ 成年後見制度を利用するまでではないが日常生活に不安のある高齢者等に対し

ては、住み慣れた地域、施設や病院などで安心して生活できるように、米子市社

会福祉協議会による日常生活自立支援事業を活用して、福祉サービスの利用や金

銭管理などを支援します。 

 

（３）高齢者虐待の防止 
  高齢者の虐待を未然に防止するため、地域包括支援センターによる情報収集を積

極的に行うとともに、広報よなごや市ホームぺージ等を活用した啓発を行います。 

虐待（疑いも含む）が発生した場合は、市・地域包括支援センター・医療介護関

係者が連携して迅速に対応し、事実確認と被虐待高齢者の保護を図ります。 

さらに、支援困難な案件は、鳥取県の高齢者権利擁護相談支援事業を活用して、

弁護士・司法書士等の専門職派遣によるコア会議を開催し、対応方針を協議します。 

また、各種研修会を通して、職員の対応力の向上を図ります。 

  

（４）高齢者虐待における家族支援 
  家族等は、介護疲れ等により虐待を行っているという自覚がないまま行為に至っ

ている場合も多く見受けられます。 

家族が抱えている様々な負担を軽減し、安定した生活が営めるように適切な支援

等を行うため、多職種が連携して対応に当たります。 

 

（５）消費生活相談室との連携 
高齢者の消費者被害を未然に防止するため、消費生活相談室との連携を一層緊密

にするとともに、啓発活動に努めます。 
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第５章 介護保険制度の円滑な運営 

１ 介護サービス事業所の整備 

（１） 米子市の介護サービス事業所等の整備状況について 

◆日常生活圏域別の在宅系地域密着型サービス事業所の基盤整備の状況 

単位：事業所数（右下定員数） 

生活圏域 

（中学校区） 

定期巡回・ 

随時対応型 

認知症対応型

通所介護 

小規模多機能型居
宅介護 

(サテライト型を含む） 

看護小規模多
機能居宅介護 合  計 

東 山 
  

2 
 

2 

（定員数） 
  

（50） 
 

（50） 

湊 山 1 1 2 1 5 

（定員数） 
 

（12） （53） （25） （90） 

後藤ヶ丘 
  

1 1 2 

（定員数） 
  

（25） （25） （50） 

加 茂 3 2 
 

1 6 

（定員数） 
 

（24） 
 

（29） （53） 

福 生 
  

2 
 

2 

（定員数） 
  

（58） 
 

（58） 

福 米 
 

2 2 
 

4 

（定員数） 
 

（24） （54） 
 

（78） 

美 保 
 

1 
 

1 2 

（定員数） 
 

（12） 
 

（29） （41） 

弓ヶ浜 
 

1 2 
 

3 

（定員数） 
 

（12） （58） 
 

（70） 

尚 徳 1 1 2 
 

4 

（定員数） 
 

（12） （47） 
 

（59） 

箕蚊屋 
  

2 
 

2 

（定員数） 
  

（58） 
 

（58） 

淀 江 1 
 

1 
 

2 

（定員数） 
  

（29） 
 

（29） 

合 計 ６ 8 16 4 34 

（定員数） 
 

（96） （432） （108） （636） 

（令和2年11月現在：整備中も含む） 



 

72 
 

72 
第２部 基本理念の実現に向けた施策の展開 

第５章 介護保険制度の円滑な運営 

◆日常生活圏域別の既存入所系事業所の基盤整備の状況 

  

生活圏域 
（中学校区） 

地域密着型サービス 広域型 

合計 認知症対

応型共同
生活介護 

地域密着
型介護老
人福祉施

設 

地域密着

型特定施
設 

介護老人 
福祉施設 

介護老人 
保健施設 

介護 
医療院 

特定施設

入居者生
活介護 

東 山 2 
 

1 
 

1 
 

 4 

（定員数） （18） 
 

     （18） 
 

（28） 
 

 （64） 

湊 山 1 
 

1 1 1 
 

 4 

（定員数） （9） 
 

     （15） （30） （24） 
 

 
（78） 

後藤ヶ丘 3 
 

 1 1  1 6 

（定員数） （45） 
 

 （74） （100）  （63） （282） 

加 茂 3 
 

 
 

1  1 5 

（定員数） （45） 
 

 
 

（89）  （40） （174） 

福 生 2 1  1 
 

 2 6 

（定員数） （36） （26）  （80） 
 

 （155） （297） 

福 米 2 1  
 

1  2 6 

（定員数） （27） （29）  
 

（80）  （117） （253） 

美 保 1 
 

 1 1   3 

（定員数） （18） 
 

 （74） （70）   （162） 

弓ヶ浜 4 
 

 
 

1  1 6 

（定員数） （54） 
 

 
 

（95）  （48） （197） 

尚 徳 2 1  1 3  1 8 

（定員数） （45） （24）  （80） （169） 
 

（24） （342） 

箕蚊屋 2 
 

 1 
  

 3 

（定員数） （36） 
 

 （84） 
  

 （120） 

淀 江 2 
 

 1 1 1 1 6 

（定員数） （36） 
 

 （74） （81） （15） （60） （266） 

合 計 24 3 2 7 11 1 9 57 

（定員数） （369） （79）     （33） （496） （736） （15） （507） （2,235） 

（令和2年11月現在：整備中含む） 
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（２） 地域密着型サービス事業所の整備の考え方について 

本市における地域密着型サービスの事業所整備については、団塊の世代が後期高齢

者に移行する2025年（令和7年）、高齢者の増加と共に介護サービスの需要がさら

に見込まれる2040年（令和22年）を見据え、第6期計画（計画期間平成27年～平

成29年）及び第7期計画期間（平成30年～令和2年）にかけて一体的に整備計画を

策定し、「小規模多機能型居宅介護」及び「認知症対応型共同生活介護（認知症高齢

者グループホーム）を中心に積極的に整備を行ってきました。 

本市における地域密着型サービスの提供については、近隣他市と比較しても充実し

一定の成果を得たものと考えます。 

８期計画期間においては、現在のサービス量の維持を基本とし、地域密着型サービ

スでは見込量の確保及び質の向上のため一部のサービスについては、公募により事業

者の指定を行うこととし、必要な介護サービス給付費の計画値の範囲内で地域密着型

サービスごとに指定について判断していきます。 

一方で、高齢者人口は今後も増加傾向にあり、特に、85歳以上の高齢者の増加が

見込まれることから、需要に応じた介護サービスの提供量を確保することが重要とな

ります。 

また、「介護離職ゼロ」に向けた量的拡充と介護サービスの質の向上を図るととも

に、近年の介護人材の不足により、介護人材確保対策への支援を積極的に行う必要が

あります。同時に事業所整備を必要最小限の整備に止めることは、介護給付費の高騰

や適正な介護保険料を見込む観点からも十分に考慮する必要があります。 

施設整備については、これらを総合的に判断しながら整備を進めていきます。 

   
（３） 地域密着型サービス事業所の整備状況 

① 地域密着型サービスの整備状況 

（令和２年１１月現在：整備中を含む） 

  介護サービス名称 整備状況 

在宅系サービス 

地域密着型通所介護 28 事業所（定員 398 人） 

定期巡回・随時対応型訪問介護・看護 6 事業所 

夜間対応型訪問介護 0事業所 

（介護予防）認知症対応型通所介護 8事業所（定員96人） 

（介護予防）小規模多機能型居宅介護 16事業所（定員432人） 

看護小規模多機能型居宅介護 4事業所（定員108人） 

居住系サービス 
（介護予防）認知症対応型共同生活介護 24 事業所（定員３69 人） 

地域密着型特定施設入居者生活介護 2事業所（定員33人） 

施設系サービス 地域密着型介護老人福祉施設 3事業所（定員79人） 
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② 第７期計画期間の公募による整備状況 

平成３０年度                                      

事業所種別 施設数 生活圏域（中学校区） 

（介護予防） 
小規模多機能型居宅介護 

１ 淀江 

地域密着型特定施設入居者生活介護 １ － 

 

令和元年度                                      

事業所種別 施設数 生活圏域（中学校区） 

（介護予防） 
認知症対応型共同生活介護 

１ 尚徳 

（介護予防） 
小規模多機能型居宅介護 

２ 福生、福米 

地域密着型特定施設入居者生活介護 １ － 

 

令和２年度                                      

事業所種別 施設数 生活圏域（中学校区） 

（介護予防） 
小規模多機能型居宅介護 

2 尚徳（サテライト型）、箕蚊屋 

（介護予防） 
認知症対応型共同生活介護 

１ 後藤ヶ丘 

※ 年度は、事業所の事業決定をした時期であり、事業所開設年度とは異なります。 

 

（４） 地域密着型サービス事業所の整備計画 

 ① 地域密着型通所介護 

  地域密着型通所介護については、総合事業や障がいサービスと合わせ開設する事

業者が多いことから、速やかに指定を行うこととします。また、日常生活圏域ごと

のサービス量についても本市の推進する小規模多機能型居宅介護を補完する目的

から総量規制を行いませんが、介護保険事業計画に定める見込み量に達している場

合や日常生活圏域ごとに整備を進める小規模多機能型居宅介護事業所や既存の地

域密着型通所介護事業所が集中する場合は、指定を制限する場合があります。   
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【日常生活圏域別地域密着型通所介護の状況】            （令和2年11月現在） 

          参考 

日常生活圏域 
高齢者数

（Ａ） 

地域密着型通所介護 通所介護   

事業所数 定員（Ｂ） Ｂ／Ａ 事業所数 定員（Ｃ） Ｃ／Ａ Ｂ＋Ｃ （Ｂ＋Ｃ）／Ａ 

東山 3,646  1  18 0.5% 1 40 1.1% 58 1.6% 

湊山 3,308  8  85 2.6% 1 20 0.6% 105 3.2% 

後藤ヶ丘 5,776  1  15 0.3% 3 80 1.4% 95 1.6% 

加茂 3,654  3  39 1.1% 5 148 4.1% 187 5.1% 

福生 3,124  0  0 0.0% 2 65 2.1% 65 2.1% 

福米 4,434  5  82 1.8% 6 197 4.4% 279 6.3% 

弓ヶ浜 4,318  5  81 1.9% 2 70 1.6% 151 3.5% 

美保 2,744  0  0 0.0% 2 75 2.7% 75 2.7% 

尚徳 4,245  3  42 1.0% 2 80 1.9% 122 2.9% 

箕蚊屋 3,635  2  36 1.0% 3 120 3.3% 156 4.3% 

淀江 2,927  0  0 0.0% 4 130 4.4% 130 4.4% 

合計 41,811 28 398 0.9% 31 1,025 2.5% 1,423 3.4% 

※高齢者数は、平成31年4月1日現在の住民基本台帳人口より算出 

  

【地域密着型通所介護の給付費見込】                  （単位：人／月、千円／年） 
 第７期実績 第８期見込 

令和７年度 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域密着型 

通所介護 

利用者数（人） 455 456 404 376 383 395 413 

給付費（千円） 422,787 419,584 374,550 344,798 349,921 360,860 377,652 

 

 ② 定期巡回・随時対応型訪問介護・看護 

  定期巡回・随時対応型訪問介護・看護については、現在、5事業所が整備されて

います。今後も未整備の日常生活圏域への整備を目指すとともに、サービスの周知

を図り、普及に努めます。 

 

 ③ 夜間対応型訪問介護 

  夜間対応型訪問介護については、令和3年4月時点において、サービス提供事業

所がなく、整備予定はありません。 

 

 ④（介護予防）認知症対応型通所介護 

  （介護予防）認知症対応型通所介護については、令和3年4月時点において、整

備予定はありませんが、指定手続きの円滑な実施及び指定事業者の基準等に適合し
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た適正な運営の確保を図るため介護保険事業計画に定める見込み量や日常生活圏

域を考慮したうえで、指定を行います。 

 

 ⑤（介護予防）小規模多機能型居宅介護 

  小規模多機能型居宅介護事業所については、第６期計画及び第7期計画の中で、

中重度高齢者の在宅生活を支えるうえで大きな役割が期待される小規模多機能型

居宅介護等への担い手の誘導と一層の普及を促進する観点から，地域の拠点と位置

づけ整備を進めてきました。 

  看護小規模多機能型居宅介護と合わせすべての日常生活圏域に整備が終了した

後は、事業者の意向等を聞き取るとともに、日常生活圏域ごとの要介護者の状況等

を考慮しながら指定を行います。 

  また、令和22年（2040年）を見据え、将来的に各日常生活圏域ごとに２事業

所を整備目標とし、未整備や１事業所しかない圏域を優先的に整備することとしま

す。 

【日常生活圏域ごとの小規模多機能型居宅介護事業所整備数（整備中を含む）】 

圏 域 東山 湊山 後藤ヶ丘 加茂 福生 福米 美保 弓ヶ浜 尚徳 箕蚊屋 淀江 

施設数 2 2 1 0 ２ 2 0 2 2 ２ 1 

登録定員 50 5３ 25 0 58 54 0 58 47 58 29 

通所定員 30 30 15 0 36 33 0 36 27 30 18 

宿泊定員 12 10 ５ 0 15 16 0 14 10 10 9 

 ※令和 2年 11 月現在（整備中も含む） 

 

 ⑥ 看護小規模多機能型居宅介護 

  看護小規模多機能型居宅介護事業所については、在宅介護実態調査の分析からも

医療ニーズの高い要介護者が地域で生活するためには、日常生活圏域ごとに広く整

備する必要があることから、未整備の日常生活圏域への優先的な整備を目指します。 

なお、第8期事業の種類ごとの整備の進捗状況や利用状況等サービスの特性を考

慮して、柔軟な整備を進めることとします。   
【日常生活圏域ごとの看護小規模多機能型居宅介護事業所整備数】 

圏 域 東山 湊山 後藤ヶ丘 加茂 福生 福米 美保 弓ヶ浜 尚徳 箕蚊屋 淀江 

施設数 0 1 1 1 0 0 1 0 0 0 0 

定 員 0 25 25 29 0 0 29 0 0 0 0 

通 所 0 15 18 18 0 0 18 0 0 0 0 

泊まり 0 8 5 7 0 0 6 0 0 0 0 

※令和 2 年 11 月現在 
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 ⑦（介護予防）認知症対応型共同生活介護 

   （介護予防）認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）につい

ては、認知症施策推進大綱に基づき基盤整備を推進していきます。 

  今後、認知症の人の増加が見込まれ、現在でも入所待機者が増加していることか

ら第8期計画期間中に2つの事業所を整備します。 

  広く事業者を募集する観点から公募方式による整備を行います。 

なお、日常生活圏域ごとに事業者を指定することを原則としますが、隣接する圏

域の整備状況や圏域ごとの需要状況等を考慮し柔軟な整備を進めることとします。 
 

【日常生活圏域ごとの認知症対応型共同生活介護事業所整備数】 

圏 域 東山 湊山 後藤ヶ丘 加茂 福生 福米 美保 弓ヶ浜 尚徳 箕蚊屋 淀江 

認知症高齢者数※ 481 450 815 422 370 528 541 357 456 476 390 

施設数 2 1 3 3 2 2 1 4 2 2 2 

ユニット数 2 1 5 5 4 3 2 6 5 4 3 

定 員 18 9 45 45 36 27 18 54 45 36 27 

認知症高齢者
数に対する割

合(%) 
3.7 2.0 5.5 10.7 9.7 5.1 3.3 15.1 9.9 7.6 6.9 

※要介護認定者のうち、認知症自立度Ⅱ以上の高齢者数（令和 2 年 11 月現在） 

 
【総計】 

 認知症高齢者数 施設数 ユニット数 定員 割合（％） 

総計 5,286 24 41 369 7.0% 

  
【参考】ユニットごとの待機者数 

調査年月 平成30年11月 令和2年10月 

待機者数（ユニットごと） 11.9人 14.5人 

  ※回答のあった事業所ごとの待機者数をユニット数（１ユニット９人）で除した数値 

    ※待機者数には、他の施設への申込等重複を考慮していないため実数と異なります。 

 

 ⑧ 地域密着型特定施設入居者生活介護 

地域密着型特定施設入居者生活介護については、住宅型有料老人ホームから介護

付き有料老人ホーム（サービス付き高齢者向け住宅を含む）への転換について第8

期計画のサービス見込量を超えない範囲内で指定していきます。 

 

 ⑨ 地域密着型介護老人福祉施設 

  地域密着型介護老人福祉施設については、7期計画期間に整備できなかった1事

業所について第8期計画期間において公募により整備していきます。 

なお、入所系施設が他市と比べ、比較的高い水準にあります。今後の老人福祉施
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設の待機者数の現状や、鳥取県の広域型介護老人福祉施設の方針等から将来的な整

備計画を検討していきます。 

 

２ 介護人材の確保・育成 

 少子高齢化の進展に伴い労働力人口が減少する中で、介護保険のサービスを利用し

ている人は年々増加しています。これに伴い、介護人材の必要性が高まり、質の高い

人材を安定的に確保していくことが課題となっています。 

介護関連職種の有効求人倍率は、依然として全職業平均を大きく上回る水準で推移

し、人手不足が一層深刻化しており、こうした確保・育成・定着に向けた基本的な介

護人材対策の取組を推進していくことが重要となっています。 

第８期高齢者保健福祉計画において、市内で必要とされる介護人材の安定した確

保・定着・育成に向け、様々な取組を総合的に検討していきます。 

【参考：厚生労働省「介護人材需給推計シート」による推計】

 

（１） 働きやすい職場環境の醸成 

高齢者人口が増加する一方で、労働力人口は減少していく将来においては、介護人

材の確保は、今後一層必要となることが見込まれます。 

多くの介護職員が、介護の仕事への「やりがい」や「社会的意義」を感じて就職し、
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就職してからもやりがいと誇りを持ち、介護職員一人ひとりが長く働きやすい職場づ

くりを進めることが重要です。 

また、近年大きな問題となっている利用者やその家族等からのハラスメントに対す

る各事業所・施設の体制整備や相談窓口の設置を促進することも重要であり、厚生労

働省が平成31年4月に公表した「介護現場におけるハラスメント対策マニュアル」に

基づき、介護現場におけるハラスメント対策の普及・促進に努め、市としても積極的

に事業所からの相談・助言を行っていきます。 

なお、働きやすい職場環境の醸成は、介護職員の定着に資するだけでなく、これま

で介護職場に興味のなかった方に興味を持ってもらい、就職先の選択肢の一つとして

考えてもらうためにも、様々な方法で周知及び啓発を図る取組が必要と考えます。 

 

（２）多様な人材の確保 

今後、深刻化する介護人材不足に対応するため、鳥取県と連携しながら専門性・技

能を有し即戦力となる外国人を受け入れていく仕組みづくり等、多様な人材を受け入

れる土台づくりを目指していきます。 

 

（３） 介護現場のマネジメント改革 

介護事業者が、人手不足の状況下において、今後も質の高いサービスを持続的に提

供していくためには、「（１）働きやすい職場環境の醸成」と両輪で、事業所・施設

のマネジメント力の向上を支援していく必要があります。 

国は、介護現場の生産性向上を促進するため、生産性向上ガイドラインや、自治体

向けの手引書の作成、地域医療介護総合確保基金の拡充、介護分野の文書の簡素化な

どを展開しています。 

本市として今後も取組を推進していく必要があることから、ＩＣＴや介護ロボット

の活用等の他、業務の見える化や文書の簡素化等により、介護職場の生産性を高め、

職員の負担を軽減するとともに、介護サービスの質の向上を図る取組を積極的に検討

していきます。 

 

（４） 将来に向けた介護職イメージの改革 

 介護職における「やりがい」や「社会的意義」等の介護職に対する正しい理解と重

要性を広めるために、小中学校への「介護体験」授業の取組や「オールジャパンケア

コンテスト」等の連携・協力を通じ、介護職のイメージアップを図ります。 
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３ 介護給付適正化事業 

 介護給付の適正化は、利用者に対する適切なサービスの確保とその結果としての費

用の効率化を通じて介護保険制度への信頼を高め、持続可能な介護保険制度の構築に

資するため、介護給付の適正化を次のとおり推進していきます。 

また、介護給付適正化事業を円滑、効果的に実施するため、計画期間中の実施状況

や効果、問題点を検証しながら、取組の改善に努めます。 

（１） 介護保険料収納率の向上 

 介護保険料も税等と同様に、負担の公平性の確保が極めて重要であり、また、健全

な事業運営を維持、継続するための貴重な財源でもあるため、収納率向上に積極的に

取り組むことが喫緊の課題になっています。 

介護保険料の収納率について以下のとおり目標値を設定し、収納率の向上に向け以

下の取組を強化していきます。 

取組内容 
目  標  値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護保険料収納率（％） 
現年度 99.12% 99.18% 99.24% 

滞繰分 24.36% 24.36% 24.36% 

① 第１号被保険者の介護保険料収納状況 

平成2９年度                           （単位：円） 

 現年賦課分 
 

滞納繰越分 特別徴収 普通徴収 

調定額 3,116,665,400 2,825,170,600 291,494,800 61,368,950 

収入額 3,085,367,450 2,826,642,700 258,724,750 12,982,350 

還付未済額 1,483,500 1,472,100 11,400 0 

繰越額 32,781,450 0 32,781,450 21,284,400 

不納欠損額 0 0 0 12,866,600 

即時不納額 
(執行停止額) 

0 0 0 14,235,600 

収納率(％) 98.9% 100.0% 88.8% 21.2% 
 

平成３０年度                           （単位：円） 

 現年賦課分 
 

滞納繰越分 
特別徴収 普通徴収 

調定額 3,302,307,400 3,016,243,100 286,064,300 54,061,350 

収入額 3,269,513,350 3,017,867,600 251,645,750 12,600,900 
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還付未済額 1,745,800 1,624,500 121,300 0 

繰越額 34,383,250 0 34,383,520 22,101,550 

不納欠損額 0 0 0 9,969,300 

即時不納額 
(執行停止額) 

156,600 0 156,600 9,389,600 

収納率(％) 98.9% 100.0% 87.9% 23.3% 

 

令和元年度                                     （単位：円） 

 現年賦課分 
 

滞納繰越分 
特別徴収 普通徴収 

調定額 3,268,439,200 2,987,361,600 281,077,600 54,582,200 

収入額 3,239,244,700 2,990,452,500 248,792,200 13,783,668 

還付未済額 3,522,300 3,090,900 431,400 0 

繰越額 32,394,500 0 32,394,500 21,618,732 

不納欠損額 0 0 0 9,019,600 

即時不納額 
(執行停止額) 

322,300 0 322,300 12,160,200 

収納率(％) 99.0% 100.0% 88.4% 24.4% 

  
※ 計算方法  ○ 調定額－(収入額－還付未済額）－不納欠損額＝繰越額 

○  収納率＝(収入額－還付未済額）/調定額    
○  旧年度繰越額≠新年度滞納繰越分調定額は、滞納繰越分還付金を新年度償還金

で還付しているため       
 ②収納率向上に向けた取組 

区 分 取 組 内 容 

口座振替の推進 

・ 口座振替を利用していない普通徴収の納付義務者に対し、口座振替依

頼書と返信用封筒を同封し、口座振替の利用促進を図る。 

・ 特別徴収から普通徴収、又は併徴となった場合の納入通知書発送時に

口座振替依頼書及び高齢者に分かりやすい案内文書を同封し、口座振替

の利用推進を図る。 

・ 窓口や電話等での納付相談、納付指導時に口座振替の勧奨を徹底する。 

・ 長寿社会課の窓口やホームページ等にて口座振替促進の広報を図る。 

催告書の発送 

・ 滞納者に対し、一斉に催告書を送付し納付を促す。 

・ 催告書の記載内容を工夫することにより納付意識の向上を図る。 

・ 催告書の色彩を目立つようにし、納付への動機付けの意識を高める。 

納付相談への対応 

・ 生活困窮による滞納者に対し、自主納付へつなげる納付相談対応を行

い、納付資力がないと判断される場合には速やかに滞納処分の執行停止

を検討する。 

滞納繰越分の滞納整理 

・ 前年度及び前々年度の滞納がある者を抽出し、集中した催告を行う。 

・ 納付資力があり「徴収可能」なのか、納付資力がなく「徴収不可能」

なのかの判断を早期に確定し、滞納処分の執行、又は滞納処分の執行停

止を適正に行う。 
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（２） 要介護認定の適正化 

要介護（要支援）認定調査は、介護保険法の定めにより全国一律の基準により行

われています。調査の統一性と公平性を確保するため、厚生労働省の業務分析デー

タを活用し、一次判定から二次判定の軽重度変更率等の全国の保険者との比較分析

を行い、要介護認定の標準化を図っていきます。 

また、調査員のe-ラーニングを活用した研修を充実するほか、認定調査を委託す

る居宅介護支援事業所等にも、鳥取県が実施する新任や現任の認定調査員研修への

参加を要請するなど、調査の知識や技術の向上を図ります。 

  認定率については、第１号被保険者である高齢者の年齢別人口割合が８５歳代及

び９０歳代が高くなるため要介護認定率の低下を目標値とすることは適切でない

ため、調整済み認定率（※）を目標値として設定します。 

 【参考：令和元年度調整済み認定率】（単位：%） 

 全国 鳥取県 米子市 

要支援1 2.6 2.2 2.9 

要支援2 2.6 3.0 3.6 

要介護1 3.7 2.9 3.0 

要介護2 3.2 3.1 3.2 

要介護3 2.4 2.3 2.3 

要介護4 2.3 2.2 2.3 

要介護5 1.7 1.7 1.7 

【地域】合計調整済み認定率 18.5 17.4 19.0 

 
※「調整済み認定率」：認定率の多寡に大きな影響を及ぼす、「第1号被保険者の性・年齢構
成」の影響を除外した認定率です。 

 
 

取組内容 
目  標  値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

調整済要介護認定率（％） 19.0% 18.8% 18.6% 

（３） ケアプランの適正化 

 介護保険制度の目的である「自立支援」を実現するために、介護給付適正化専門

員によるケアプラン点検を計画的に実施し、自立支援の観点からケアプランを点検

するとともに適正なプラン作成ができるよう指導・助言を行っていきます。 
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取組内容 
目  標  値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

ケアプラン点検事業所数 
※居宅介護支援事業所・包括支援センター 

全事業所の５０％ 全事業所の７０％ 全事業所 

（４） 縦覧点検・医療情報との突合の推進 

 介護給付費の適正化を図るため、鳥取県国民健康保険団体連合会による診療報酬

請求明細書の縦覧点検・医療情報との突合データを活用した点検を委託し適正な給

付に取り組みます。 

（５） 制度の普及啓発 

 「広報よなご」等による介護保険制度やサービス等の紹介、「介護保険のガイド

ブック」等の発行による制度案内、市のホームページを活用した情報提供、ふれあ

い説明会の活用など、様々な方法により介護保険制度の周知・普及を図ります。 

 また、介護保険制度普及員による戸別訪問等による制度説明に努めていきます。 

（６） 利用者負担軽減施策の啓発 

 低所得者の方で介護保険サービスが必要な場合、安心してサービス利用を受けて

いただくため、高額介護サービス費や特定入所者介護サービス費の周知に努めます。

また、社会福祉法人減免については、社会福祉法人の社会的役割として適正な実施

が必要なものであり、事業実施の働きかけに努めます。 

（７） 事業者への適切な指導・監査の実施 

鳥取県と連携を図りながら介護保険法に基づき介護サービス事業者に対し、実地

指導や集団指導により介護給付等対象サービスの取扱や介護報酬の請求等に関す

る事項について、周知徹底することを目的に指導・助言を行います。 

 なお、実地指導については、「介護保険施設等に対する実地指導の標準化・効率

化等の運用指針」に基づき効率性の向上を図りながら多くの事業所への実施を行い、

実地指導の頻度については、事業所の指定有効期間に最低でも 1 回以上は実施す

ることを基本としつつ、本指針に基づく実地指導の標準化及び効率化等を図っても

なお十分な実施頻度の確保が困難な場合には、過去の実地指導等において、事業運 

営に特に問題がないと認められる事業所の頻度を緩和していきます。 
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ケアマネジメントに関する保険者の基本方針について、介護支援専門員に周知で

きるよう取り組んでいきます。 

指定基準違反や介護報酬の請求に関する不正・不当がある場合等は監査を実施し

ます。 
 

取組内容 
目  標  値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

実地指導事業所数 ３０事業所 ３５事業所 ３５事業所 

（８）事業所での事故防止の徹底 

  介護サービス提供中に事故が発生した場合は、当該利用者の家族や担当する居宅

介護支援事業所などへの連絡を含め、適切な対応を速やかに行うことが必要になり

ます。介護保険事業者の米子市への速やかな事故報告を徹底するとともに、介護事

故の傾向を分析し、事故の再発防止と迅速・適切な対応を指導・助言していきます。 

（９） 介護サービスの利用しやすい環境づくり 

 介護保険制度におけるサービスの内容や質に関する苦情処理については、サービ

ス利用者へ苦情処理窓口の周知を図るとともに、鳥取県国民健康保険団体連合会等

と連携を図り、適切かつ迅速な処理に努めます。 

 また、支援を必要とする方が、介護保険のサービスを安心して利用できるよう、

サービスの質の向上に向けた事業者の取組を支援するとともに、事業者の連絡会議

を開催し、サービスの利用状況、制度上の課題等の情報交換を行うことにより制度

の円滑な実施を図っていきます。 

（１０） 審査請求について 

 要介護認定、保険給付、保険料等に関する処分について市民からの不服がある場

合には、個人のプライバシーを最大限に尊重した上で、処分を行った理由や経過に

ついての説明を十分に行い、鳥取県介護保険審査会に連絡する等、適切な対応を図

ります。 

（１１） 第三者行為求償について 

 交通事故等、第三者（加害者）の不法行為によって生じた保険給付について、保

険者（市町等）が立て替えた医療費等を加害者に対して損害賠償請求する第三者行
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為求償については、平成28年度から市町村への届出が義務化となったことから、

介護保険事業の健全な運営を確保できるよう、被害届の届出の勧奨を強化していき

ます。 

 ホームページによる周知を図るとともに、主治医意見書や求償事務を委託してい

る国民健康保険連合会と連携し、第三者求償事案の発見や把握に努めていきます。 
 

取組内容 
目  標  値 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

第三者行為求償事例確認件数 ５件 ５件 ５件 

（１２）文書の削減 

介護人材の確保・育成は喫緊の課題であり、介護現場の業務効率化が急務となる

中、指定申請書類の一定の水準を確保しつつ、事業者の事務負担を最大限に削減す

る必要から介護分野での文書の削減について取り組んでいきます。 

① 主に指定申請・報酬請求・指導監査に関する文書について、申請様式の統一

化添付書類や手続きに関する簡素化 

② 添付書類の削減の検討 

③ 手続き方法についての簡素化 

④ 手続き方法や様式のホームページでのダウンロード化の推進 

⑤ 将来的なICT導入等による更なる効率化への検討 
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４ 介護サービス量の見込み 

（１）被保険者数 
米子市の第１号被保険者数は、令和2年10月末現在、42,785人となっています。

第７期計画期間中は、令和2年度末までに約2.7%の増加が予想されますが、第8期計

画期間中は、増加率は７期計画期間中と比較して、緩やかになると見込まれます。 

令和3年度の42,961人から令和5年度（第8期計画期間の最終年度）には43,290

人と、令和２年度と比較し、第８期計画期間で平均0.8％の増加を見込みます。 

また、令和7年度（2025年）には、43,620人に増加し、令和22年度（2040年）

には、46,278人まで増加すると推計しています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第 8 期推計 将来推計 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和 22 年度 

 第 1 号被保険者数 42,961  43,124  43,290  43,620  46,278  

  65 歳以上 74 歳未満 19,811  19,264  18,720  17,627  19,626  

  75 歳以上 84 歳未満 14,876  15,409  15,942  17,008  14,125  

  85 歳以上 8,274  8,451  8,628  8,985  12,527  

 

 

（注意）第１号被保険者数の推計方法について：社会保障人口問題研究所の地域別将来推計人口と第1号被保険者数を比較した

ところ、乖離が認められるため、人口と第１号被保険者数の乖離を考慮して国立社会保障・人口問題研究所の地域別将来推計人

口を補正した推計値を使用しています。補正値は、厚生労働省により、令和元年度の人口と第１号被保険者数が一致するように

補正係数を算出し、これを各年の国立社会保障・人口問題研究所の地域別将来推計人口に乗じることにより、算出した数値です。 
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（2）要支援・要介護認定者数 
第８期計画期間中の認定者数は、令和2年度と比較し、1.8%の増加を見込みます。

高齢者人口の増加は、７期と比較し緩やかになりますが、高齢者の年齢比率は、後期

高齢者の割合が高くなり、特に90歳以上の認定者の増加が見込まれるためです。認

定率については、介護予防・日常生活支援総合事業や健康づくり事業等を推進するこ

とにより20%台を８期計画期間中も維持していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第 8 期推計 将来推計 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和 22 年度 

認定者総数 8,849 8,940 9,087 9,433 11,300 

  

うち第 1 号 

被保険者数 
8,724 8,814 8,961 9,307 11,189 

    要支援１ 1,311 1,327 1,344 1,394 1,522 

    要支援２ 1,646 1,677 1,716 1,776 2,097 

    要介護１ 1,404 1,403 1,409 1,463 1,732 

    要介護２ 1,425 1,424 1,444 1,505 1,852 

    要介護３ 1,072 1,077 1,100 1,142 1,430 

    要介護４ 1,094 1,125 1,151 1,199 1,534 

    要介護５ 772 781 797 828 1,022 

  認定率 20.3% 20.4% 20.7% 21.3% 24.2% 
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【参考資料：米子市の年代別認定者数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）介護保険サービスの総給付費の見込み 

利用者数の増加については、認定者数の増加と比例し1.8%の増加を見込みます

が、給付費については、利用者の高齢化や介護サービス利用の多様化に伴い、1人

あたりの給付費が増加していることに鑑み、令和3年度から令和5年度までの3年間

の総給付費を約417億2千万円と見込み、令和2年度と比較し、3年間の平均で

8.4%の増加を推計いたします。 

サービス別では、介護予防サービスにおける居住系サービスで7.1%、介護サー

ビスにおける在宅系サービスで約11.4%、居住系サービスで9.0%の増加を見込み

ます。 

※数値は、四捨五入しているため合計値と合わない場合があります。             単位（千円） 

施 設 系 サ ー ビ ス：地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、 

介護医療院、介護療養型医療施設 

居 住 系 サ ー ビ ス：介護予防特定施設入居者生活介護、介護予防認知症対応型共同生活介護、 

特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護 

在 宅 サ ー ビ ス：施設サービス及び居住系サービス以外  

  
第 8 期推計 将来推計 

令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 7 年度 令和 22 年度 

総給付費  13,638,475  14,107,194  14,382,415  14,828,253  17,431,580  

  介護予防サービス 618,547  637,567  651,261  668,811  746,168  

  

 

在宅サービス 579,991  597,867  611,561  627,309  699,939  

  

居住系サービス 38,556  39,700  39,700  41,502  46,229  

介護サービス 13,019,928  13,469,627 13,731,154  14,159,442  16,685,412  

 

在宅サービス 6,617,079  6,742,567  6,884,959  7,049,282  8,255,845  

居住系サービス 1,896,467  1,992,938  2,013,600  2,143,286  2,427,901  

施設サービス 4,506,382  4,734,122  4,832,595  4,966,874  6,001,666  
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（４）サービス別給付費等の見込み 

サービス類型別の給付費、利用回数、利用者数については、以下のとおり見込んで

います。 

【介護予防サービス】 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
各表の利用者数と給付費について 

利用者数：第８期期間においては、1人当たりの平均給付費をもとに推計しています。そのため、利用者が0 

である場合においても給付費が計上される場合があります。 
 

 

 

 

 

単位：各項目の（）内

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度

（１）介護予防サービス
給付費（千円） 0 0 0 0 0
回数（回） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
人数（人） 0 0 0 0 0
給付費（千円） 62,758 65,104 67,065 69,422 77,470
回数（回） 1,113.4 1,154.4 1,189.2 1,231.0 1,373.6
人数（人） 185 192 198 205 228
給付費（千円） 46,416 47,948 48,648 50,154 57,281
回数（回） 1,338.6 1,382.0 1,402.2 1,445.6 1,651.0
人数（人） 126 130 132 136 155
給付費（千円） 9,811 10,091 10,461 10,921 13,062
人数（人） 105 108 112 117 140
給付費（千円） 212,136 218,520 219,882 222,606 248,077
人数（人） 525 548 553 563 626
給付費（千円） 4,174 4,176 4,637 4,637 5,585
日数（日） 52.6 52.6 58.3 58.3 71.0
人数（人） 9 9 10 10 12
給付費（千円） 0 0 0 0 0
日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
人数（人） 0 0 0 0 0
給付費（千円） 0 0 0 0 0
日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
人数（人） 0 0 0 0 0
給付費（千円） 0 0 0 0 0
日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
人数（人） 0 0 0 0 0
給付費（千円） 77,212 79,272 80,980 83,793 95,187
人数（人） 1,122 1,151 1,176 1,217 1,380
給付費（千円） 6,947 7,608 6,947 8,545 9,813
人数（人） 22 24 22 27 31

介護予防住宅改修 給付費（千円） 20,618 21,395 22,109 22,823 25,742
人数（人） 28 29 30 31 35
給付費（千円） 32,424 33,565 33,565 35,367 40,094
人数（人） 36 37 37 39 44

（２）地域密着型介護予防サービス
給付費（千円） 4,370 4,372 4,372 4,839 4,839
回数（回） 50.2 50.2 50.2 56.2 56.2
人数（人） 7 7 7 8 8
給付費（千円） 53,328 53,357 57,588 57,588 57,588
人数（人） 60 60 65 65 65
給付費（千円） 6,132 6,135 6,135 6,135 6,135
人数（人） 2 2 2 2 2

（３）介護予防支援 給付費（千円） 82,221 86,024 88,872 91,981 105,295
人数（人） 1,535 1,605 1,658 1,716 1,964

合計 給付費（千円） 618,547 637,567 651,261 668,811 746,168

※給付費は年間累計の金額、回（日）数は１月当たりの数、人数は１月当たりの利用者数。

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防居宅療養管理指導

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防短期入所療養介護（病院等）

介護予防福祉用具貸与

介護予防特定施設入居者生活介護

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

介護予防通所リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護（老健）

介護予防短期入所療養介護(介護医療院)

特定介護予防福祉用具購入費
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【介護サービス】

 

単位：各項目の（）内

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度

（１）居宅サービス
給付費（千円） 945,216 961,123 976,506 996,146 1,165,723
回数（回） 28,642.3 29,084.0 29,525.7 30,084.4 35,485.8
人数（人） 951 974 997 1,029 1,144
給付費（千円） 16,916 16,926 18,122 18,635 23,764
回数（回） 118.8 118.8 127.2 130.8 166.8
人数（人） 27 27 29 30 38
給付費（千円） 291,201 296,278 301,134 313,090 358,774
回数（回） 4,546.6 4,621.1 4,697.6 4,883.0 5,587.4
人数（人） 719 732 744 773 886
給付費（千円） 133,468 133,711 136,269 139,857 178,689
回数（回） 3,810.8 3,815.0 3,888.3 3,991.3 5,099.3
人数（人） 323 324 330 339 432
給付費（千円） 78,380 81,241 84,818 89,845 107,160
人数（人） 879 911 952 1,009 1,202
給付費（千円） 1,329,928 1,326,844 1,332,070 1,359,911 1,715,438
回数（回） 15,039.3 15,018.4 15,070.5 15,366.8 19,256.3
人数（人） 1,209 1,207 1,211 1,234 1,543
給付費（千円） 761,611 782,281 783,572 823,247 884,743
回数（回） 7,953.1 8,172.7 8,181.9 8,598.8 9,194.9
人数（人） 855 878 879 922 988
給付費（千円） 245,880 250,668 254,746 256,664 339,660
日数（日） 2,337.2 2,380.8 2,417.9 2,441.7 3,211.6
人数（人） 247 250 253 259 336
給付費（千円） 43,070 43,093 46,925 46,925 59,737
日数（日） 299.9 299.9 327.0 327.0 414.1
人数（人） 50 50 54 54 69
給付費（千円） 0 0 0 0 0
日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
人数（人） 0 0 0 0 0
給付費（千円） 0 0 0 0 0
日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
人数（人） 0 0 0 0 0
給付費（千円） 392,761 393,674 401,881 412,216 530,522
人数（人） 2,261 2,277 2,326 2,393 3,043
給付費（千円） 13,506 12,738 13,506 13,506 17,356
人数（人） 36 34 36 36 46
給付費（千円） 27,726 27,726 27,726 28,588 34,831
人数（人） 31 31 31 32 39
給付費（千円） 729,752 755,802 776,464 806,797 999,980
人数（人） 320 331 340 353 437

（２）地域密着型サービス
給付費（千円） 288,870 289,030 289,030 302,399 335,203
人数（人） 158 158 158 163 183
給付費（千円） 0 0 0 0 0
人数（人） 0 0 0 0 0
給付費（千円） 344,798 349,921 360,860 377,652 467,169
回数（回） 3,855.4 3,922.3 4,044.3 4,230.9 5,200.2
人数（人） 376 383 395 413 506
給付費（千円） 158,864 157,611 160,287 167,216 203,904
回数（回） 1,349.3 1,334.2 1,358.0 1,413.7 1,723.4
人数（人） 114 113 115 119 146
給付費（千円） 757,774 758,195 822,545 822,545 822,545
人数（人） 296 296 320 320 320
給付費（千円） 1,045,119 1,115,473 1,115,473 1,127,480 1,306,258
人数（人） 340 362 362 366 424
給付費（千円） 121,596 121,663 121,663 209,009 121,663
人数（人） 50 50 50 81 50
給付費（千円） 250,240 250,379 348,852 348,852 369,958
人数（人） 72 72 101 101 107
給付費（千円） 267,470 332,818 332,818 332,818 332,818
人数（人） 91 118 118 118 118

（３）施設サービス
給付費（千円） 1,689,932 1,711,398 1,711,398 1,818,308 2,269,134
人数（人） 509 515 515 549 685
給付費（千円） 2,245,032 2,246,277 2,246,277 2,318,177 2,881,037
人数（人） 649 649 649 670 832

介護医療院 給付費（千円） 317,028 521,916 521,916 481,537 481,537
人数（人） 78 134 134 124 124
給付費（千円） 4,150 4,152 4,152
人数（人） 1 1 1

（４）居宅介護支援 給付費（千円） 519,640 528,689 542,144 548,022 677,809
人数（人） 2,875 2,921 2,993 3,027 3,733

合計 給付費（千円） 13,019,928 13,469,627 13,731,154 14,159,442 16,685,412

※給付費は年間累計の金額、回（日）数は１月当たりの数、人数は１月当たりの利用者数。

地域密着型特定施設入居者生活介護

介護療養型医療施設

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

地域密着型通所介護

特定施設入居者生活介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

短期入所療養介護（病院等）

福祉用具貸与

特定福祉用具購入費

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

住宅改修費

通所リハビリテーション

訪問入浴介護

訪問看護

短期入所療養介護(介護医療院)

訪問介護

短期入所生活介護

短期入所療養介護（老健）

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護
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①  訪問介護 

要介護者に対して、居宅において介護福祉士等によって、食事・入浴・排せつ等

の介護や日常生活上の世話を行います。介護保険法上では、単なる家事の手伝いや、

身の回りのお世話ではなく、専門的技術を通した関わりによって「その人らしい自

立した日常生活の実現を目指すこと」とされています。ここでいう「居宅」には、

軽費老人ホーム（ケアハウス）や有料老人ホーム、養護老人ホーム等の居室も含ま

れます。8期計画期間中において「サービス付き高齢者向け住宅」の整備に伴い、

訪問介護事業所の増加が見込まれること、利用者１人当たりの利用回数が増加して

いることから8％程度の給付費の増加が予想されます。 

（単位：人／月、千円／年） 

 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

訪問介護 利用者数（人） 951  974  997  1,029  1,144  

給付費（千円） 945,216  961,123  976,506  996,146  1,165,723  

 

②（介護予防）訪問入浴介護 

寝たきりなどのために介助がなければ入浴できない要介護者のために、入浴設備や

簡易浴槽を積んだ移動入浴車で家庭を訪問し、入浴や洗髪の介助をするサービスです。 

今後も現状程度の利用者を想定しています。介護予防については、実績により利用者

は見込みません。 

（単位：人／月、千円／年） 
 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

訪問入浴介

護 

利用者数（人） 27  27  29  30  38  

給付費（千円） 16,916  16,926  18,122  18,635  23,764  

介護予防訪

問入浴介護 

利用者数（人） 0 0 0 0 0 

給付費（千円） 0 0 0 0 0 

合  計 
利用者数（人） 27  27  29  30  38  

給付費（千円） 16,916  16,926  18,122  18,635  23,764  

 

③（介護予防）訪問看護 

 訪問看護ステーションなどの看護師・保健師等が要支援者・要介護者の家庭を訪問

し、主治医と連絡を取りながら、病状の確認や床ずれ・カテーテル管理などの療養上

の処置、必要な診療の補助を行うサービスです。在宅医療の需要が高まると共に、訪

問看護の需要も急速に増加しており、第8期計画期間において今後も利用者増を想定
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しています。 
（単位：人／月、千円／年） 

 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

訪問看護 利用者数（人） 719  732  744  773  886  

給付費（千円） 291,201  296,278  301,134  313,090  358,774  

介護予防訪

問看護 

利用者数（人） 185  192  198  205  228  

給付費（千円） 62,758  65,104 67,065  69,422  77,470  

合  計 
利用者数（人） 904  924  942  978  1,114  

給付費（千円） 353,959  361,382  368,199  382,512  436,244  

 

④（介護予防）訪問リハビリテーション 

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が要支援者・要介護者の家庭を訪問して、

専門的な機能回復訓練を行うサービスです。国においては要支援者・要介護者がリハ

ビリテーションの必要性に応じてリハビリテーションサービスを利用できるよう、医

療保険で実施する急性期・回復期のリハビリテーションから、介護保険で実施する生

活期リハビリテーションへ、切れ目のないサービス提供体制を構築することが求めら

れています。本市においても提供体制の強化を踏まえ、18～20%の利用者の増加を

想定しています。 

（単位：人／月、千円／年） 

 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

訪問リハビ

リテーショ

ン 

利用者数（人） 323  324  330  339  432  

給付費（千円） 133,468  133,711  136,269  139,857  178,689  

介護予防訪

問リハビリ

テーション 

利用者数（人） 126  130  132  136  155  

給付費（千円） 46,416  47,948  48,648  50,154  57,281  

合  計 
利用者数（人） 449  454  462  475  587  

給付費（千円） 179,884  181,659  184,917  190,011  235,970  

 

⑤（介護予防）居宅療養管理指導 

医師・歯科医師・薬剤師・歯科衛生士・管理栄養士が通院のできない要支援者・要

介護者の家庭を訪問して、療養・服薬・栄養等に関する指導や、必要に応じ入院・入

所に関する相談・助言を行うサービスです。訪問看護と同様に在宅医療の推進に伴い

利用者が急速に増加しており、今後も利用者の増加を見込みます。 
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（単位：人／月、千円／年） 

 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

居宅管理指

導 
利用者数（人） 879  911  952  1,009  1,202  

給付費（千円） 78,380  81,241  84,818  89,845  107,160  

介護予防居

宅管理指導 
利用者数（人） 105  108  112  117  140  

給付費（千円） 9,811  10,091  10,461  10,921  13,062  

合  計 
利用者数（人） 984  1,019  1,064  1,126  1,342  

給付費（千円） 88,191  91,332  95,279  100,766  120,222  

 

⑥ 通所介護 

居宅の要介護者をデイサービスセンター等へ送迎し、食事・入浴・排せつ等の日

常生活上の介助及び機能訓練を行うサービスです。閉じこもりがちな要介護者の孤

独感の解消と家族の介護負担の軽減を図ることも目的としています。 

第7期計画期間中の小規模多機能型居宅介護等の地域密着型サービスの整備状

況を踏まえ、通所介護の利用者は現状程度を見込みます。 

（単位：人／月、千円／年） 

 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

通所介護 利用者数（人） 1,209  1,207  1,211  1,234  1,543  

給付費（千円） 1,329,928  1,326,844  1,332,070  1,359,911  1,715,438  

 
⑦（介護予防）通所リハビリテーション 

要介護者・要支援者に対して老人保健施設や病院に通所・通院し、リハビリテーシ

ョンの専門家（理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士）による機能回復訓練等を受

けながら、運動器の機能向上、栄養改善、ロ腔機能の向上を行うサービスです。 

第8期計画期間において、5%程度の利用者の増加を想定しています。 
（単位：人／月、千円／年） 

 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

通所リハビ

リテーショ

ン 

利用者数（人） 855  878  879  922  988  

給付費（千円） 761,611  782,281  783,572  823,247  884,743  

介護予防通

所リハビリ

テーション 

利用者数（人） 525  548  553  563  626  

給付費（千円） 212,136  218,520  219,882  222,606  248,077  

合  計 
利用者数（人） 1,380  1,426  1,432  1,485  1,614  

給付費（千円） 973,747  1,000,801  1,003,454  1,045,853  1,132,820  
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⑧（介護予防）短期入所生活介護 

要支援者・要介護者を家庭の事情(介護者の病気・冠婚葬祭・家族旅行等)で一時

的に介護できなくなった場合、介護老人福祉施設に短期間入所して、食事、入浴、

排せつ等の日常生活上の介助及び機能訓練を行うサービスです。家族の介護負担の

軽減を図ることも目的としています。 

今後も現状程度の利用者を想定しています。 
（単位：人／月、千円／年） 

 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

短期入所生

活介護 
利用者数（人） 247  250  253  259  336  

給付費（千円） 245,880  250,668  254,746  256,664  339,660  

介護予防短

期入所生活

介護 

利用者数（人） 9  9  10  10  12  

給付費（千円） 4,174  4,176  4,637  4,637  5,585  

合  計 
利用者数（人） 256  259  263  269  348  

給付費（千円） 250,054  254,844  259,383  261,301  345,245  

 
⑨（介護予防）短期入所療養介護 

短期入所生活介護と同様のショートステイですが、入所する場所が介護老人保健施

設、介護療養型医療施設で、看護や医学的管理の下に介護や機能訓練その他必要な医

療などを受けるサービスです。 

老人保健施設分については、今後も現状程度の利用者を想定しています。 

病院等については、過去の実績を踏まえ、利用者を想定しません。 

（単位：人／月、千円／年） 
 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

短期入所療

養介護 
利用者数（人） 50  50  54  54  69  

給付費（千円） 43,070  43,093  46,925  46,925  59,737  

介護予防短

期入所療養

介護 

利用者数（人） 0  0  0  0  0  

給付費（千円） 0  0  0  0  0  

合  計 
利用者数（人） 50  50  54  54  69  

給付費（千円） 43,070  43,093  46,925  46,925  59,737  
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⑩（介護予防）福祉用具貸与 

居宅の要支援者・要介護者へ日常生活の自立を助けるために必要な福祉用具を貸与

するサービスです。 

第8期計画期間において平均3%程度の利用者の増加を想定しています。 
（単位：人／月、千円／年） 

 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

福祉用具貸

与 
利用者数（人） 2,261  2,277  2,326  2,393  3,043  

給付費（千円） 392,761  393,674  401,881  412,216  530,522  

介護予防福

祉用具貸与 
利用者数（人） 1,122  1,151  1,176  1,217  1,380  

給付費（千円） 77,212  79,272  80,980  83,793  95,187  

合  計 
利用者数（人） 3,383  3,428  3,502  3,610  4,423  

給付費（千円） 469,973  472,946  482,861  496,009  625,709  

 
⑪ 特定福祉用具購入費 

居宅の要介護者へ日常生活の自立を助けるために必要な福祉用具を販売するサー

ビスで、購入費の支給があります。 

今後も現状程度の利用者を想定しています。 
（単位：人／月、千円／年） 

 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

特定福祉用

具購入費 
利用者数（人） 36  34  36  36  46  

給付費（千円） 13,506  12,738  13,506  13,506  17,356  

特定介護予

防福祉用具

購入費 

利用者数（人） 22  24  22  27  31  

給付費（千円） 6,947  7,608  6,947  8,545  9,813  

合  計 
利用者数（人） 58  58  58  63  77  

給付費（千円） 20,453  20,346  20,453  22,051  27,169  

 

⑫ 住宅改修費 

要介護者の在宅生活での安全確保及び自立を目的として、その身体機能の状態に合

わせて、住んでいる住宅への手すりの取り付け、段差解消等の改修にかかる費用を支

給するサービスです。 

今後も現状程度の利用者を想定しています。 
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（単位：人／月、千円／年） 

 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

住宅改修費 利用者数（人） 31  31  31  32  39  

給付費（千円） 27,726  27,726  27,726  28,588  34,831  

介護予防 

住宅改修費 
利用者数（人） 28  29  30  31  35  

給付費（千円） 20,618  21,395  22,109  22,823  25,742  

合  計 
利用者数（人） 59  60  61  63  74  

給付費（千円） 48,344  49,121  49,835  51,411  60,573  

 
⑬（介護予防）特定施設入居者生活介護 

指定を受けた有料老人ホーム・ケアハウス等に入所している要支援者・要介護者に

対して、その施設が食事、入浴、排せつ等の日常生活上の介助及び療養上の介助を行

うサービスです。 

有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅の介護型への転換を図るため、在宅

生活の困難な高齢者の受け皿としての需要が今後も見込まれます。 

（単位：人／月、千円／年） 
 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

特定施設入

居者生活介

護 

利用者数（人） 320  331  340  353  437  

給付費（千円） 729,752  755,802  776,464  806,797  999,980  

介護予防特

定施設入居

者生活介護 

利用者数（人） 36  37  37  39  44  

給付費（千円） 32,424  33,565  33,565  35,367  40,094  

合  計 
利用者数（人） 356  368  377  392  481  

給付費（千円） 762,176  789,367  810,029  842,164  1,040,074  

 

⑭ 居宅介護支援・介護予防支援 

［居宅介護支援］ 

居宅の要介護者が地域密着型サービス、居宅サービス及び保健医療サービス・福祉

サービスを適切に利用できるよう要介護者から依頼を受けて、その心身の状況、環境、

要介護者及び家族の希望により、利用する居宅サービスの種類と量を定めた計画（ケ

アプラン）を作り、その計画に基づくサービスの提供が確保されるよう事業者と連絡

調整するサービスです。 

第8期計画期間においても現状程度の利用者を想定しています。 

［介護予防支援］ 



第２部 基本理念の実現に向けた施策の展開 

                  第５章 介護保険制度の円滑な運営  

97 

 

97 

居宅の要支援者が介護予防サービス、地域密着型介護予防サービス及び介護予防を

目的とした保健医療サービス・福祉サービスを適切に利用できるよう要支援者から依

頼を受けて、その心身の状況、環境、要支援者及び家族の希望により、利用する介護

予防サービス等の種類と量を定めた計画（介護予防ケアプラン）を作り、その計画に

基づくサービスの提供が確保されるよう事業者と連絡調整するサービスです。地域包

括支援センターが介護予防マネジメントの一環として行います。 

近年の要支援者数の増加傾向を踏まえ、利用者の増加を見込みます。 
（単位：人／月、千円／年） 

 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

居宅介護支

援 
利用者数（人） 2,875  2,921  2,993  3,027  3,733  

給付費（千円） 519,640  528,689  542,144  548,022  677,809  

介護予防支

援 
利用者数（人） 1,535  1,605  1,658  1,716  1,964  

給付費（千円） 82,221  86,024  88,872  91,981  105,295  

合  計 
利用者数（人） 4,410  4,526  4,651  4,743  5,697  

給付費（千円） 601,861  614,713  631,016  640,003  783,104 

 

（5）地域密着型サービス・地域密着型介護予防サービス 

① 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

重度者を始めとした要介護高齢者の在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて、

訪問介護と訪問看護が密接に連携しながら、短時間の定期巡回型訪問と随時の対応を

行うサービスです。今後も利用の促進を図り、第8期計画では、利用者の増加を見込

みます。 
（単位：人／月、千円／年） 

 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

定期巡回・

随時対応型

訪問介護看

護 

利用者数（人） 158  158  158  163  183  

給付費（千円） 288,870  289,030  289,030  302,399  335,203  

 

② 夜間対応型訪問介護 

ホームヘルパーが、夜間の定期的な巡回訪問又は通報を受け、食事・入浴・排せ 

つ等の日常生活上の介助を行うサービスです。 

本市においては、サービス提供事業所がないことから利用者の推計を行いません。 
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（単位：人／月、千円／年） 

 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

夜間対応型

訪問介護 
利用者数（人）  － － － － － 

給付費（千円） － － － － － 

 

③（介護予防）認知症対応型通所介護 

居宅の要支援者・要介護者で、認知症である方のみをデイサービスセンター等へ送

迎し、食事・入浴・排せつ等の日常生活上の介助及び機能訓練を行うサービスです。

閉じこもりがちな要介護者等の孤独感の解消と家族の介護負担の軽減を図ることも

目的としています。 

第8期計画期間においては現状程度の利用者の増加を想定しています。 
（単位：人／月、千円／年） 

 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

認知症対応

型通所介護 
利用者数（人） 114  113  115  119  146  

給付費（千円） 158,864  157,611  160,287  167,216  203,904  

介護予防認

知症対応型

通所介護 

利用者数（人） 7  7  7  8  8  

給付費（千円） 4,370  4,372  4,372  4,839  4,839  

合  計 
利用者数（人） 121  120  122  127  154  

給付費（千円） 163,234  161,983  164,659  172,055  208,743  

 
④ 小規模多機能型居宅介護 

居宅の要介護者について、その方の心身の状況や環境等に応じて、又はその方の選

択により、居宅への訪問、サービス事業所への通所又は短期間宿泊して、食事・入浴・

排せつ等の日常生活上の介助及び機能訓練を行うサービスです。サービスを利用する

ためには、事業所への登録が必要です。 

今後も整備の促進を図り、第8期計画では、利用者の増加を見込みます。 

（単位：人／月、千円／年） 
 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

小規模多機

能型居宅介

護 

利用者数（人） 296  296  320  320  320  

給付費（千円） 757,774  758,195  822,545  822,545  822,545  

介護予防小

規模多機能

型居宅介護 

利用者数（人） 60  60  65  65  65  

給付費（千円） 53,328  53,357  57,588  57,588  57,588  
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合  計 
利用者数（人） 356  356  385  385  385  

給付費（千円） 811,102  811,552  880,133  880,133  880,133  

 

⑤ 地域密着型通所介護 

定員18人以下の小規模の通所介護サービスです。 

第8期計画期間においては、市の推進する小規模多機能型居宅介護への移行を見込

み、現状程度の利用者を想定しています。 
（単位：人／月、千円／年） 

 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

地域密着型

通所介護 
利用者数（人） 376  383  395  413  506  

給付費（千円） 344,798  349,921  360,860  377,652  467,169  

 
⑥ 認知症対応型共同生活介護 

認知症のために一人暮らしはできないが、サポートがあれば生活できる要介護者に

対して、1ユニット5～9人の共同生活住宅（グループホーム）を提供し、介護職員の

助けを借りながら家庭的雰囲気の中で生活するサービスです。 

認知症高齢者の増加を想定し、今後も整備の促進を図り、第8期計画では、利用者

の増加を見込みます。 
（単位：人／月、千円／年） 

 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

認知症対応

型共同生活

介護 

利用者数（人） 340  362  362  366  424  

給付費（千円） 1,045,119  1,115,473  1,115,473  1,127,480  1,306,258  

介護予防認

知症対応型

共同生活介

護 

利用者数（人） 2  2  2  2  2  

給付費（千円） 6,132  6,135  6,135  6,135  6,135  

合  計 
利用者数（人） 342  364  364  368  426  

給付費（千円） 1,051,251  1,121,608  1,121,608  1,133,615  1,312,393  

 

⑦ 看護小規模多機能型居宅介護 

小規模多機能型居宅介護と訪問看護など、複数の居宅サービスや地域密着型サービ

スを組み合わせて提供するサービスです。 

小規模多機能型居宅介護と合わせ、今後も整備について促進を図り、利用者の増加

を想定しています。 
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（単位：人／月、千円／年） 

 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

看護小規模

多機能型居

宅介護 

利用者数（人） 91  118  118  118  118  

給付費（千円） 267,470  332,818  332,818  332,818  332,818  

 
⑧ 地域密着型特定施設入居者生活介護 

定員29人以下で指定を受けた有料老人ホーム・ケアハウス等に入所している要介

護者に対して、その施設が食事、入浴、排せつ等の日常生活上の介助及び療養上の介

助を行うサービスです。 

 月50人程度の利用を見込みます。 
（単位：人／月、千円／年） 

 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

地域密着型

特定施設入

居者生活介

護 

利用者数（人） 50  50  50  50  50  

給付費（千円） 121,596  121,663  121,663  121,663  121,663  

 
⑨ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

定員29人以下で、食事や排せつなどの介護が常時必要で、自宅では介護が困難な

要介護者が入所し、食事・入浴・排せつ等の日常生活の介助、機能訓練、健康管理な

どが受けられる施設（特別養護老人ホーム）です。 

 施設入所の受け皿としての特定施設入所者生活介護への転換を図るため、地域密着

型介護老人福祉施設入所者生活介護については現状程度の利用者を見込み、令和5年

度に1事業所の整備を目指します。 
（単位：人／月、千円／年） 

 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

地域密着型

介護老人福

祉施設入所

者生活介護 

利用者数（人） 72  72  101  101  107  

給付費（千円） 250,240  250,379  348,852  348,852  369,958  

（6）介護保険施設サービス 

① 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 
食事や排せつなどの介護が常時必要で、自宅では介護が困難な要介護者が入所し、

食事・入浴・排せつ等の日常生活の介助、機能訓練、健康管理などが受けられる施設

（特別養護老人ホーム）です。 

今後も現状程度の利用者を想定しています。 
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（単位：人／月、千円／年） 

 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

介護老人福

祉施設 
利用者数（人） 509  515  515  549  685  

給付費（千円） 1,689,932  1,711,398  1,711,398  1,818,308  2,269,134  

 

② 介護老人保健施設 

治療が終わって病状が安定し、居宅復帰のためのケアが必要な要介護者が入所し、

医療管理下での介護機能訓練、日常生活の介助などが受けられる施設です。 

今後も現状程度の利用者を想定しています。 
（単位：人／月、千円／年） 

 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

介護老人保

健施設 
利用者数（人） 649  649  649  670  832  

給付費（千円） 2,245,032  2,246,277  2,246,277  2,318,177  2,881,037  

 

③ 介護療養型医療施設 

病状が安定期にあり、長期の療養を必要とする要介護者のための療養病床等を有す

る診療所又は病院で、医療、療養上の管理、看護などが受けられる施設です。 

介護医療院への転換まで、経過措置期間が延長となったことから今後も現状程度の

利用を想定しています。なお、経過期間を過ぎた令和7年度以降には利用者は見込み

ません。 
（単位：人／月、千円／年） 

 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

介護療養型

医療施設 
利用者数（人） 1  1  1  0 0 

給付費（千円） 4,150  4,152  4,152  0 0 

 
④ 介護医療院 

今後、増加が見込まれる慢性期の医療・介護ニーズへの対応のため、「日常的な医

学管理が必要な重度の要介護者の受入れ」や「看取り・ターミナル」等の機能と、「生

活施設」としての機能を兼ね備えた新たな介護施設です。令和３年度と令和４年度に

医療病床からの転換が見込まれるため、令和３年度に３０人程度、令和４年度に９０

人程度、現在の利用者数から増加を見込みます。 
（単位：人／月、千円／年） 

 第8期見込 令和7 

年度 

令和22 

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

介護医療院 利用者数（人） 78  134  134  124  124  

給付費（千円） 317,028  521,916  521,916  481,537  481,537  
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５ 介護保険料の算定 

（１）介護保険料の負担割合 

 介護保険制度における第1号被保険者（６５歳以上）の保険料については、保険者

が、保険事業計画期間である令和3年度から令和5年度までの３年間に被保険者が利

用する介護サービスの利用量等を推計し、保険給付に必要な費用（保険給付費）等を

算出した上で、保険料額を決定します。 

 介護保険事業に必要な法定サービスにかかる保険給付費は、サービス利用時の利用

者負担を除き、50%を公費（居宅サービスは、国25%、県12.5%、市12.5%・施

設サービスは、国20%、県17.5%、市12.5%）で負担し、50%を第１号被保険者

と第２号被保険者（４０歳～６４歳）で負担することになっています。 

 第１号被保険者と第２号被保険者の保険料の負担割合は、第８期計画期間において

は、第７期計画期間と変わらず第１号被保険者は、23.0%、第２号被保険者は、27.0%

となります。 
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（２）標準給付費見込額 
標準給付費とは、総給付費、特定入所者介護サービス費等給付額、高額介護サー

ビス費等給付額、高額医療合算介護サービス費等給付額、算定対象審査支払手数料

を加算したものになります。令和3年度から令和5年度までの３年間の標準給付費

見込額は、約435億6千万円になります。 
（単位：千円） 

区分 
第8期計画 

合計 
令和7 
年度 

令和22 
年度 令和3 

年度 
令和4 
年度 

令和5 
年度 

標準給付費見込額 14,260,387 14,709,948 15,001,355 43,971,690 15,470,807 18,153,645 

 総給付費 13,638,475 14,107,194 14,382,415 42,128,084 14,828,253 17,431,580 

特定入所者介護サ

ービス費等給付費

（財政影響調整後） 
343,714 316,342 321,552 981,608 333,788 399,857 

高額介護サービス

費等給付額（財政

影響額調整後） 
214,606 221,541 231,173 667,321 240,806 250,438 

高額医療合算介護

サービス費等給付

費 
45,000 46,000 47,000 138,000 48,000 48,000 

算定対象審査支払

手数料 18,592 18,870 19,215 56,677 19,960 23,770 

※上記表は、千円単位で表示されていますが保険料計算では１円単位で算定するため合計額が合わない場合があります。 

 

（３）地域支援事業費 
地域支援事業費とは、高齢者が地域で自立した日常生活を送れることを目的に、

米子市が実施する事業です。地域支援事業には、「介護予防事業」、「包括的支援

事業」、「任意事業」があります。地域支援事業費については、令和3年度から令

和5年度までの３年間で、約23億7千万円を見込んでいます。 
（単位：千円） 

区分 
第8期計画 

合計 
令和7 
年度 

令和22
年度 令和3 

年度 
令和4 
年度 

令和5 
年度 

地域支援事業費 774,197  793,771  806,293  2,374,261 825,916  831,806  

 介護予防・日常生活支援

総合事業 
519,108  528,705  531,249  1,579,063  550,125 554,875 

包括的支援事業（地域包

括支援センターの運営）

及び任意事業費 

239,665  249,395  259,125  748,186 259,785 260,925 

包括的支援事業（社会保

障充実分） 
15,423  15,670  15,918  47,012  16,006 16,006  

※上記表は、千円単位で表示されていますが保険料計算では１円単位で算定するため合計額が合わない場合があります。 
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第５章 介護保険制度の円滑な運営 

（４）保険料収納必要額 
 標準給付費見込額等をもとに、次の算定式により、第8期計画期間（令和3年度

～令和5年度）の保険料収納必要額を算定します。 
 

 保険料収納必要額 ＝ 第1号被保険者負担分相当額（A） ＋ 調整交付金相当

額（B） －調整交付金見込額（C） ＋ 財政安定化基金

拠出金見込額（D） ＋財政安定化基金償還金（E） － 準

備基金取崩額（F） ＋ 審査支払手数料差引額（G） ＋ 

市町村特別給付費等（H） ＋ 市町村相互財政安定化事

業負担額（I） ― 市町村相互財政安定化事業交付額（J） 

  第8期見込額 説  明 

A 第1号被保険者負担分相当額 10,659,569 

（標準給付費見込額＋地域支

援事業）×第1号被保険者負

担割合（23%） 

B 調整交付金相当額（※） 2,277,538 

（標準給付費見込額＋介護予

防・日常生活支援総合事業費）

×0.05 

C 調整交付金見込額 2,747,210 

第8期計画期間各年度におけ

る標準給付費見込額および所

得段階別加入割合補正係数と

後期高齢者加入割合補正係数

により算出した金額の合計 

D 財政安定化基金拠出金見込額 0 

市町村の介護保険財政の安定

を図るために県が設置する基

金への拠出金 

E 財政安定化基金償還金 0 
基金を借入している場合の償

還金 

F 準備基金取崩額 558,000  

G 審査支払手数料差引額 0 

国が定めた手数料の上限を超

える額 

（上限1件95円） 

H 市町村特別給付費等 0  

I 市町村相互財政安定化事業負担額 0  

J 市町村相互財政安定化事業交付額 0  
 
注)上記表は、千円単位で表示されていますが保険料計算では１円単位で算定するため合計額が合わ
ない場合があります。 

※ 調整交付金とは、所得が全国平均よりも低く、また、後期高齢者が多いことにより介護保険の財
源が不足することがないよう、国が各地方自治体の財源5％程度を交付金として拠出し、自治体
間の格差を調整するものです。 
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（５）第1号被保険者保険料の基準額（月額）の算定 
第１号被保険者（６５歳以上の方）の保険料は、計画期間3年間のサービス利用

量を見込み、これに見合う保険料収入が得られるように設定します。 

保険料収納必要額等をもとに第８期計画期間における第1号被保険者保険料基準

額（月額）を算定すると次のとおりです。  

 

 保険料基準月額 ＝ 保険料収納必要額（A） ÷ 予定保険料収納率（B） ÷ 所

得段階別加入割合補正後被保険者数（C） ÷ １２か月 

 

  第8期見込額 説  明 

A 保険料収納必要額 
9 , 6 3 1 , 8 9 6 , 3 1 1 

円 

「（4）保険料収納必要

額」で算定した金額 

B 予定保険料収納率 99.12％ 
第8期計画期間の保険

料収納率 

C 
所得段階別加入割合補正後 

被保険者数 
124,966人 

国の定める標準段階区

分ごとの割合による補

正 

第1号被保険者保険料

額（月額） 
6，480円 A ÷ B ÷ C ÷ １２ 
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（６）第8期計画期間における第1号被保険者の所得段階別保険料 
 米子市の第1号被保険者に係る第8期計画期間の介護保険料は、所得等に応じ、

15段階とし、保険料段階をきめ細かく設定しています。 

                                   
                                  単位（円） 

所得段階 対象となる方 
保険料の 

負担割合 

第8期 

保険料年額 
 （参考）第7期 

保険料年額 

第１段階 
●生活保護受給者の方 
●老齢福祉年金受給者で世帯全員
が住民税非課税の方 

基準額×0.25 19,500  19,500 

第２段階 
世帯全員が住民税非課税で、前年
の課税年金収入額と合計所得金額
の合計が 80 万円以下の方 

基準額×0.25 19,500  19,500 

第３段階 
世帯全員が住民税非課税で、前年
の課税年金収入額と合計所得金額
の合計が 120 万円以下の方 

基準額×0.35 27,200  27,200 

第４段階 
世帯全員が住民税非課税で、前年
の課税年金収入額と合計所得金額
の合計が 120 万円超の方 

基準額×0.65 50,600  50,600 

第５段階 

世帯の誰かに住民税が課税されて
いるが本人は住民税非課税で、前
年の課税年金収入額と合計所得金
額の合計が 80 万円以下の方 

基準額×0.83 64,600  64,600 

第６段階 

世帯の誰かに住民税が課税されて
いるが本人は住民税非課税で、前
年の課税年金収入額と合計所得金
額の合計が 80 万円を超える方 

基準額 77,800  77,800 

第７段階 
本人が住民税課税で、前年の合計
所得金額が 80 万円未満の方 

基準額×1.15 89,500  89,500 

第８段階 
本人が住民税課税で、前年の合計
所得金額が80万円以上120万円
未満の方 

基準額×1.3 101,100  101,100 

第９段階 
本人が住民税課税で、前年の合計
所得金額が120万円以上190万
円未満の方 

基準額×1.45 112,800  112,800 

第10段階 
本人が住民税課税で、前年の合計
所得金額が190万円以上280万
円未満の方 

基準額×1.6 124,500  124,500 

第11段階 
本人が住民税課税で、前年の合計
所得金額が280万円以上350万
円未満の方 

基準額×1.8 140,000  140,000 

第12段階 
本人が住民税課税で、前年の合計
所得金額が350万円以上500万
円未満の方 

基準額×2.0 155,600  155,600 

第13段階 
本人が住民税課税で、前年の合計
所得金額が500万円以上650万
円未満の方 

基準額×2.2 171,200  171,200 

第14段階 
本人が住民税課税で、前年の合計
所得金額が650万円以上800万
円未満の方 

基準額×2.4 186,700  186,700 

第15段階 
本人が住民税課税で、前年の合計
所得金額が 800 万円以上の方 

基準額×2.6 202,300  202,300 
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（７）第２号被保険者保険料について 
 第２号被保険者（４０歳～６４歳）の保険料については、医療保険者が医療保険

料と一括して徴収し、社会保険診療報酬支払基金に納付します。集められた全国の

納付金は、同基金から各市町村に介護給付費の27%相当額が交付されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第 1号被保険者（65 歳以上） 第２号被保険者（40歳～64歳） 

普通徴収 特別徴収 

医療保険者 

年金保険者 

社会保険診療報酬支払基金 

保険者（米子市） 

介護給付費交付金 

介護保険料納付のしくみ 

年金天引き 

保険料 

保険料 

医療保険料と 
併せて徴収 

介護給付費納付金 


